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１ 第３次伊予市行政改革実施計画について 

 
平成２９年３月に策定された第３次伊予市行政改革大綱を基に、行政、市民それぞ

れが当事者意識を持った協働の取組を行う行政改革を着実に推進するため、具体的な

取組や指標等を明確にした実施計画を策定したものです（平成２９年４月）。 
この実施計画は推進期間を平成２９年度から令和３年度の５か年とし、担当課と実

施スケジュールを明確にした上で、行政と市民がつながりを深めながら計画の推進に

取り組んできました。 

 
２ 計画の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

第３次伊予市行政改革実施計画 

 

 １ 協働推進力の向上 

２ 発信力の向上 

３ 経営基盤の強化 

第３次伊予市行政改革大綱 

 

 目指す将来像 

改革の目標 

改革の基本的視点 

（１）協働推進力の向上 

（２）発信力の向上 

（３）経営基盤の強化 

自らが動くという実感、自己意識の醸成を図る

ため、市民と行政、事業者等の役割が明確化でき

るような管理協力組織の仕組みを検討し、共に

行動するまちづくりを推進します。 

移住・定住支援を進めるとともに、市の歴史や文

化に触れ、地域への愛着・誇りを持ち、国際的な

感覚や視野を持ち合わせ、地域に貢献できる発

信力を持った人材育成を目指します。 

持続可能な財政基盤、組織基盤の強化を行うた

め、単なる業務改善に留まらない、事務の選択と

集中による事業構造の抜本的な見直しを行いま

す。国・県の補助事業をうまく活用するなど、負

担のかからない事業遂行を模索します。 

「まち・ひと ともに育ち輝く伊予市」 

～意識改革による市民力と行政力の結集を～ 

 設定指標数：１０８ 
※可能な限り数値化した指標を設定す

ることにより、より具体的な進捗状況

を把握します。 

具体化 

項目

４

実施項目

２１

指標数

２９

項目

２

実施項目

１５

指標数

１６

項目

４

実施項目

５５

指標数

６３
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３ 目標管理型の実施計画の推進 
 

第３次行政改革実施計画では、行政改革の見直し・改善に資する見地から、あら

かじめ指標（目標）を設定した上で、指標の達成度合いに応じた実施計画の推進を

図ってきました。 

推進状況は、「進捗状況」と「到達状況」の２つの視点から測っています。 

 

進捗状況：各指標で設定した目標数値に向けた時間的な進捗具合 

到達状況：各指標で設定した目標数値に対する達成度合い 

 

 

 A:目標超過達成 

                       

                      B:目標達成 

  

                      C:相当程度進展あり 

 

 D:進展が少ない 

 

 

                      E：計画を見合わせたもの 

 

 

進捗状況   （時間） 

 

  進捗状況と到達状況の関係 

進捗状況 到達状況 

A:目標超過達成 ○又は◎、主に◎ 

B:目標達成 ○又は◎、主に○ 

C:相当程度進展あり △又は○、主に△ 取組継続⇒達成近い 

D:進展が少ない △又は×、主に× 取組継続⇒達成遠い 

E:計画を見合わせたもの 主に× 進展なし 

F:未実施のもの 主に－ 進展なし 

到達状況 ◎：大幅に上回って達成 ○：達成 △：ほぼ達成 

     ×：未達成 －：取組年度に到達していないもの 

  

（
達
成
度
） 

 
 

到
達
状
況 
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４ 実施項目の推進状況について 

 
令和３年度は、計画期間の最終年度であったことから、進捗状況及び到達状況の芳

しくない指標について、確認・検討を行いました。しかし、度重なる新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大により、思うように取組が進まない事業もあり、当初の計画と

比して十分な成果を上げることができませんでした。 
ただ、コロナ禍における産物として、これまでの常識や価値観が見直され、デジタ

ル技術を活用した新たなサービスや仕組みを積極的に取り入れることにより、異なる

手法・視点から行政改革を一定程度進めることができたと考えています。 

 
（１） 進捗状況について 
令和３年度までの取組に関する進捗状況は下表〔表 1〕のとおりです。 
区分「Ａ」及び区分「Ｂ」、「Ｃ」を合わせて全体の７６％となりました。昨年度

と比して低調であったのは、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、区分「Ｄ」

と判断された指標が５．５ポイントも増加したことが大きな要因となっています。 

 
                                 〔表１〕 

対象項目※１ 全体の指標数から未実施のものを除いたもの 

  

区  分 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

A 
計画以上に進んだ

もの 
23 24.5 22 20.4 22 20.8 20 18.7 23 21.3 

B 
計画どおり進んだ

もの 
39 41.4 43 39.8 42 39.6 43 40.2 37 34.3 

C 
計画よりやや遅れ

ていたもの 
21 22.4 23 21.3 22 20.8 23 21.5 22 20.4 

D 
課題発生により 

進まなかったもの 
8 8.5 8 7.4 16 15.1 16 14.9 22 20.4 

E 
計画を見合わせた

もの 
2 2.1 4 3.7 4 3.7 5 4.7 4 3.7 

F 未実施のもの 14  8  2  1  －  

精査中により、数値が出

ていないもの 
1 1.1 － － － － － － － － 

対象項目※１ 94  100  106  107  108  
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（２） 到達状況について 
５年間の取組における到達状況は下表〔表２〕のとおりです。 
「◎」２０件（１８．５％）、「○」４１件（３８．０％）と判断できたものの合

計が６１件となり、この５年間で５６．５％の実施項目が目標を達成する結果とな

りました。 
その一方で、策定時には想定できなかった状況の変化により、４割以上の指標が

目標を到達することができませんでした。計画に縛られることなく、柔軟な見直し

と対応ができれば改善できたと認識しています。 

 
                                 〔表２〕 

区  分 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

◎ 
指標を大幅に上回

って達成 
20 18.5 18 16.7 19 17.6 17 15.7 20 18.5 

○ 達成 44 40.8 48 44.5 47 43.5 50 46.3 41 38.0 

△ ほぼ達成 22 20.4 24 22.2 24 22.2 25 23.2 29 26.9 

× 未達成 5 4.6 5 4.6 16 14.8 15 13.9 17 15.7 

－ 
取組年度に到達し

ていないもの 
16 14.8 13 12.0 2 1.9 1 0.9 1 0.9 

精査中により、数値が出

ていないもの 
1 0.9 － － － － － － － － 

対象項目※２ 108  108  108  108  108  

対象項目※２ 実施計画の期間である５か年中に検討・実施すべき設定指標数に 
等しい。 

 

５ 今後について 

 
平成１８年度から３次にわたり策定してきた本市の行政改革大綱ですが、これまで

の取組によって改善意識が組織内に一定程度浸透したという判断から、新たな方針を

定めず、総合計画の進捗管理や事務事業の評価等の既存の仕組みの中で継続的に実施

することとします。 
現代社会は、新型コロナウイルス感染症の発生を始めとし、将来予測が困難な時代

にあり、行政を取り巻く環境が一層厳しくなることが予想されます。今まで以上に市

民とのつながりを深めながら、適宜適切な行政改革に努め、持続可能な自治体経営の

実現を目指した取組を進めていきます。 
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行政改革実施計画一覧表 （令和３年度進捗状況）
１ 協働推進力の向上 ２ 発信力の向上 ３ 経営基盤の強化

 （1） 住民自治組織や市民団体の育成  （1）  （1）  （3） 業務基盤の強化
① ① ⑧ ①

1 総 D △ 30 総 B ○ 56 都 B ○ 84 財 B ○
② ② ⑨ ②

2 総 B ○ 31 総 D × 57 都 D × 85 総 B ○
③ ③ ⑩ ③

3 危 D △ 32 社 B ○ 58 都 D × 86 総 D ×
4 危 D △ ④ ⑪ ④

④ 33 未 A ◎ 59 土 C △ 87 危 B ○
5 総 D △ 34 未 A ◎ ⑫ ⑤
6 中・双 D △ ⑤ 60 未 B ○ 88 危 B ○

⑤ 35 関 D × ⑬ ⑥
7 農振 B ○  （2） 61 未 B ○ 89 税 E ×
8 農振 D △ ① ⑭ ⑦

 （2） 協働を推進するためのリーダー育成 36 総 B ○ 62 未 D × 90 市 A ◎
① ② ⑮ ⑧

9 総 B ○ 37 総 B ○ 63 水 A ◎ 91 税 A ◎
② ③ ⑯ ⑨

10 総 E × 38 総 B ○ 64 財 B ○ 92 税 A ○
③ ④  （2） 事業基盤の強化 ⑩

11 危 A ◎ 39 経 E × ① 93 健 A ◎
12 危 D × ⑤ 65 全 B ○ ⑪

④ 40 経 B ○ ② 94 健 C △
13 農振 A ◎ ⑥ 66 全 A ◎ ⑫

⑤ 41 土 C △ ③ 95 市 B ○
14 未 D × ⑦ 67 総 B ○ ⑬

 （3） 協働型職員の育成 42 環 A ◎ ④ 96 市 B ○
① ⑧ 68 全 C △ ⑭

15 全 C △ 43 未 D × ⑤ 97 農 C △
16 全 C △ ⑨ 69 全 C △ ⑮

② 44 未 B ○ ⑥ 98 経 C △
17 総 B ○ ⑩ 70 全 D × ⑯
18 全 B ○ 45 議 A ◎ ⑦ 99 都 C △

③ 71 子 A ◎ ⑰
19 全 C △ ３ 72 子 A ◎ 100 社 B ○

④ 73 学 A ◎ ⑱
20 学 D ×  （1） ⑧ 101 学 B ○
21 学 D △ ① 74 関 C △ ⑲
22 学 C △ 46 財 B ○ ⑨ 102 学 C △

 （4） まちづくりに触れる機会づくり ② 75 子・農・農振 A ◎ ⑳
① 47 税 B ○ ⑩ 103 学 A ◎

23 総 D × 48 長 A ○ 76 農・経 C △ ㉑
② 49 水 C ○ ⑪ 104 未 B ○

24 長 D × 50 都 B ○ 77 危 D × ㉒
③ ③ 78 福 C △ 105 未 B ○

25 経 B ○ 51 関 B ○ 79 関 C △  （４） 組織基盤の強化
④ ④ 80 社 B ○ ①

26 土 A ◎ 52 財 A ◎ ⑫ 106 総 D △
⑤ ⑤ 81 関 A ◎ ②

27 社 C △ 53 財 A ◎ ⑬ 107 総 C △
⑥ ⑥ 82 関 B ○ ③

28 経 C △ 54 財 E － ⑭ 108 全 C △
⑦ ⑦ 83 関 B ○

29 未 B ○ 55 財 A ○

総 中 長 農振 環 農委 社
財 双 市 経 未 監 関 A D ◎ ×
危 福 健 都 会 議 全 B E ○ －
税 子 農 土 水 学 C F △ 空白

組織体制の強化

財政基盤の強化

経営基盤の強化

母子保健サービスの充実

こころの健康づくり対策の充実･強化

国保診療所運営の見直し

窓口サービスの改善

第3セクターの評価

公共交通システム運行手法の見直し

下水道施設運営の改善及び管理委託料の適正化

三世代交流事業の推進

学校給食費の見直し

評価公表の施設数/対象施設数

私立幼稚園の預かり保育限度人数
保育所の民営化

指定管理者の評価

農業振興課
経済雇用戦略課
都市住宅課
土木管理課

広報の推進 財政基盤の強化

学校給食における地産地消の推進について

学校給食センターを拠点とした食育の推進について

総合計画実施計画の指標化

行政評価制度の見直し

メンタルヘルスケアに関する研修

職場内コミュニケーションの促進（研修会）

電子入札の導入

男女共同参画基本計画の進捗管理

男女共同参画講座、学習会の開催

災害時応援協定の拡充

広報委員報酬額

有料広告収入額

ホームページ掲載実施率

移住相談件数

市民意見公募数

ICT事業計画の策定数

ケーブルテレビとの共同事業数

モデルコース数

各種イベントの見直し

施設管理委託料の適正化

指定管理契約・協定内容の見直し

有料広告掲載の推進

公民館だよりのホームページ化

移住・定住の推進

職員出前講座の実施

保存文書目録の公表

市民意見公募制度の充実

災害に強い行政基盤の構築

ケーブルテレビの活用

一体となった市内観光ルート推進

情報公開と保護

累計移住者数

出前講座実施回数

学校教育課

社会教育課
関係各課
全課

水道課

担
当
課
名

住民自治活動等に対する補助制度の見直し

ＮＰＯ等の育成支援

自主防災組織の育成強化

住民自治組織の結成、育成支援

新規就農者の確保

協働推進指針の策定

住民自治フォーラムの開催

防災リーダー育成事業の実施

グリーンツーリズムの推進

住民自治説明会実施回数

新規就農者数

小額補助制度による補助団体数

市内NPO等支援団体数

自主防災事業実施数
自主防災組織防災訓練実施率

地域づくり計画の策定地域数

大学、NPO等との連携推進

広報委員制度の見直し

指標達成 取組無し
達成間近 精査中

総務課
財政課
危機管理課
税務課

中山地域事務所
双海地域事務所
福祉課
子育て支援課

長寿介護課
市民課
健康増進課
農林水産課

進展僅か
計画変更
未実施

会計課
進展あり

農業委員会
監査委員事務局
議会事務局

新規就農者研修会参加者数

協働推進指針の策定

フォーラム開催数

防災士養成数
フォローアップ研修参加率

体験型観光体験者数

到達状況
指標超過 未達成

市道路線図の市HP掲載

ごみアプリ、ホームページ等を利用した環境活動のPR

行政評価の公表方法の見直し

施設白書の策定

議会の情報公開の促進

地方公会計制度の導入による財政分析

市税収入等の確保

収納チャンネルの多様化の検討

ふるさと納税の推進

市有財産の有効活用と売却の促進

ネーミングライツ（命名権）導入の検討

地方債の利払いコストの軽減

文書目録のデータ化

ホームページ閲覧者数

ごみアプリの登録数

行政評価の意見公募数

施設白書の策定

有形固定資産減価償却の算出率

効果の検証

市税収納率
介護保険料収納率
水道使用料徴収率

下水道使用料徴収率

情報公開実施率

市民討議会の拡充

接遇の充実

人事評価制度運用の徹底

職場内OJTの徹底

学校関係職員研修の実施

市政懇談会の開催支援

介護予防支援に向けた、市民との協働の機会づくり

観光協会の事業合理化

市政懇談会の開催数

介護予防教室の実施箇所数

市民討議会参加者数

職員の接遇研修の既受講率
職員の接遇に対する市民満足度

評価者研修の実施回数
個人面談の実施回数

課内会議実施回数

公園施設長寿命化計画の見直し

事業費削減率

認定こども園への移行

マニュアルの整備率

保存年限を越えた文書の処分率

説明会・研修成果の見える化
文書管理の徹底

説明会・研修成果の共有化

残業時間削減率

ノー残業デーの残業ゼロ達成率

定期点検実施回数

指定管理収益額

指定管理者制度導入による事務経費減

定期点検実施率

補助金総額

使用料・手数料等の見直し

公共施設再配置計画の策定

会議ルールの見直し

市民満足度

指定管理契約の見直し累計数

指定管理者契約内容の見直し累計数

補助金の再検証

コンビニ交付による証明書等発行件数

環境保全課
未来づくり戦略室

申請書類見直し数

業務に関する基本情報の共有化

審議会等における女性の登用率向上

各種申請書類の見直し

進捗状況

研修会の実施回数（校務員）
研修会の実施回数（生活支援員）
研修会の実施回数（給食センター）

実施公民館数

フェア実施・参加回数

アダプトプログラム（里親制度）事業の推進

児童・生徒・学生のまちづくり実践体験の機会づくり

食と食文化のまちづくり推進事業への参画

総事業費

参加活動団体数

連携協定締結団体数

ふるさと納税受入額

売却（貸付）件数

ネーミングライツ導入件数

新規借入額－元金償還額

超過達成

電子入札の導入件数

協定の充足度

公共交通システム乗車率

実施計画に基づく進捗率

手続の最大所要時間の削減率

毎月の在庫管理の確認

ゲートキーパー養成研修修了者数

産前・産後サポート支援者数

庁内システムを活用した情報の共有化率

女性の登用率

事業の効率的な運営検証
統廃合するイベント数

総合計画実施計画進捗率

見学会の実施回数

地産地消率

検討結果の公表

三世代交流事業実施地区公民館数

総事業費

災害時市業務継続計画の策定

自動交付機による証明書等の交付

コンビニにおける住民票等証明書の交付

家屋台帳のデータ化

事務事業費削減見込額

台帳データ化進捗率

目標達成

公共土木施設の適切な維持管理

市営住宅の適正管理

ウェルピア伊予の各種施設改修計画策定

固定資産現地調査用タブレットの導入

幼児期の学校教育・保育の充実

業務量の点検・削減

料金回収率

光熱水費の削減

会議ルールの見直し

時間外勤務の削減

ノー残業デーの徹底

光熱水費等の経費削減

簡易水道施設料金体系の統一化の検討

公共施設再配置計画の策定

使用料・手数料等の見直し
自動交付機による証明書等の発行件数

策定した計画に基づく進捗率

講座等の受講者数

事務事業マニュアル作成

職場内研修の年間実施回数

研修会開催数

施策評価の実施

実施計画の策定及び進捗管理
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括

１　協働推進力の向上

1 (1) ①
住民自治活動等に対する補助
制度の見直し

住民自治組織が行う活動について、地域が自
主的判断により地域課題への対応が可能とな
るような制度見直しを行う。また地域コミュ
ニティ活動等についても、小額補助制度の創
設等検討を行う。

住民自治組織が主体となって地域課題の解決
や地域づくりを実践することで、個性豊かな
地域社会実現に貢献できる。

検討 実施 → → → 総務課 1
小額補助制度
による補助団
体数

0 5 5 5 5 0 0 0 検討 1 D △

「伊予市地域まちづくり交付
金交付要綱」を一部改正し、
住民自治組織が実施する自主
事業に対しての補助メニュー
を追加・交付した。

自主事業の財政的支援を目的
とした補助制度の見直しを
行ったことで一定の効果が見
込まれる。今後も支援体制の
検証や制度の周知を引き続き
行い、新たな住民自治組織の
設立につなげていく必要があ
る。

1 (1) ② ＮＰＯ等の育成支援
積極的な情報を提供によるＮＰＯ等に関する
様々な制度等の活用を促進し、組織の設立や
運営に対する支援を行う。

まちづくり市民団体の特性を活かした、特色
のあるまちづくりを行うことができる。

実施 → → → → 総務課 2
市内NPO等支援
団体数

8 8 8 8 8 10 11 10 10 13 B ○

新型コロナウイルス感染症の
影響により、各団体とも活動
縮小を余儀なくされる中で、
新規認証に係る相談案件が２
件あり、代表者と連携を取り
ながら、申請手続きを円滑に
実施することができた。

新型コロナウイルス感染症が
活動に大きな影響を及ぼした
が、各種手続きのサポートを
適切に行い、団体数の増加に
つなげることができた。

1 (1) 3
自主防災事業
実施数

20 22 24 26 28 14 10 8 8 8 D △

自主防災会の主体的な取組を
促し、８団体が合同で災害時
における避難所運営等に関す
る講習会を実施した。

ここ２～３年はコロナ禍のた
め、思うような活動が出来て
いないが、少ないながらも自
主防災会の主体的な取組を促
し、活動の活性化に関与する
ことができたと考えている。

1 (1) 4
自主防災組織
防災訓練実施
率（％）

20 24 26 28 30 53.8 46.1 39.0 19.0 14.0 D △

今年度は自主防災会65団体中
14団体が新型コロナウイルス
感染症対策を取りつつ、災害
時における防災訓練（講習会
等含む）を実施した。

コロナ禍で自主防災会の訓練
実施もままならない年もあっ
たが、少ないながらも訓練実
施した地域もあり、危機管理
課としてその一部に関与する
こともできた。

1 (1) 総務課 5
地域づくり計
画の策定地域
数

2 2 3 3 3 1 1 0 0 0 D △

中山・双海各地区の広報区長
協議会へ出向き、住民自治組
織に関する説明を行い、地域
づくりに関する意識の醸成に
努めた。

集落支援員の設置など国の補
助制度の有効活用、モデル地
区の選定等を検討し、地域づ
くり・住民自治に関する意識
の醸成に努める必要がある。

1 (1) 関係課 2 2 2 4 4 8 12 10 7 1 D △

住民自治説明会の実施回数の
合計を算出
以下に分割記述

以下に分割記述

1 (1)

中山地
域事務
所

1 1 1 2 2 8 12 10 6 0 D △

住民自治組織「住民自治され
だに」は年間通じて活動して
いるものの、住民自治組織の
ない地域に対しての説明会な
どの周知活動・学習活動はコ
ロナ禍にあってできなかっ
た。しかし、10月11日の広報
区長会において「協働と参画
について」と題して住民自治
組織の必要性について説明
し、中山地区(仮)・永木地区
(仮)・野中地区(仮)に住民自
治組織化について提案した。

「住民自治されだに」１組織
のみあるものの、他の地域は
住民自治組織化が進まない。
中山地区広報区長会におい
て、広報区長を対象に簡単な
学習会及び意見交換を行った
が、住民自治に対する認識や
意向が弱いため、長期に渡る
計画的な取組が必要だと思わ
れる。まずは「住民自治され
だに」の成功事例を学ぶ学習
会を開催したり、各地域へ担
当課や職員が出向き、地域と
共にまちづくりに取り組む活
動が必要である。

1 (1)

双海地
域事務
所

1 1 1 2 2 0 0 0 1 1 D △

10月に開催された双海地区広
報区長会において、住民自治
組織の必要性や課題等に関す
る学習会を開催した。今後の
地域づくりについて話し合う
場を設けてほしいという依頼
を広報区長にすると共に担当
課や職員も地域へ出向き、一
緒にまちづくりについて考え
る意向であることを示した。
また、広報区長・広報委員を
対象とした有識者による講演
会を２月に開催しようとした
が、新型コロナウィルス感染
症拡大の関係で開催中止と
なった。

双海地区広報区長会におい
て、広報区長を対象に簡単な
学習会及び意見交換を行った
が、住民自治に対する認識や
意向が弱いため、長期に渡る
計画的な取組が必要だと思わ
れる。まずは先進事例等の情
報提供や意識を高める学習会
を開催したり、各地域へ担当
課や職員が出向き、地域と共
にまちづくりに取り組む活動
が必要だと思われる。

1 (1) 7
新規就農者数
（人）

3 3 3 3 3 2 4 6 3 3 B ○

農業次世代人材投資事業の一
部制度変更が行われ、経営開
始４、５年目の交付額が従前
から30万円減額となるもの
の、目標とする新規就農者数
の確保が図られた。

本市の農業者の高齢化と減少
は、今後も加速度的に進むこ
とが見込まれるため、より一
層の担い手確保対策を継続的
に実施しなければならない。

1 (1) 8
新規就農者研
修会参加者数
（人）

30 30 30 35 40 45 33 11 9 19 D △

研修会（個別勉強会）のを年
３回開催し、うち１回は新た
に野菜づくりに特化した勉強
会を開催した。

特にこの２年間はコロナ禍を
考慮して事前に相談のあった
希望者を対象にするなど少人
数化による開催を実施したた
め進捗は遅れているが、別途
就農相談があった際はサポー
トチームで随時対応してい
る。

→ →

→ → →

住民自治説明
会実施回数

（回）

危機管
理課

実施 → → → →

既存の自治活動の良い面を活用し、地域の実
情・実態に応じた住民自治組織づくりに向
け、引き続き意識醸成に努める。また、地域
団体と連携しながら、将来的にも住みよい地
域づくりを目指す。

住民自治組織が主体となって「自分たちの地
域は自分たちでつくる」という機運を高め、
地域課題の解決や地域づくりを実践すること
で、魅力ある地域社会実現に貢献できる。

実施 → →

→

6

農業振
興課

区分

自主防災会の活性化をとおして住民の自助・
共助の意識が高まり、地域の防災力が向上し
て、災害に強いまちづくりができる。

自主防災会の自主性・自立性を育むことを目
的に、各地域自主防災会の活動を支援すると
ともに自主防災会連絡協議会の事業を通じて
啓発に向けた事業展開を行う。

新規就農者の確保
新規就農者の確保・育成を市内外・県外から
募り、農業従事者の確保に努める。

市の基幹産業である農業生産活動の継続につ
ながるとともに、農業者の高齢化や後継者不
足の解消に寄与する。 実施

（１）住民自治組織や市民団体の育成

③ 自主防災組織の育成強化

④
住民自治組織の結成、育成支
援

⑤
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分
1

1 (2) ① 協働推進指針の策定

参画協働推進委員会を立ち上げ、協働推進指
針を策定する。
施策推進に効果的な協働事業の実践と検討を
行い、役割分担を明確にする。

市民と行政がともに地域社会を支えることに
より、住民自治の強化や市民視点による新た
な解決が見込まれる。行政自身のあり方の見
直しにつながる。 策定 実施 → → → 総務課 9

協働推進指針
の策定

策定 未策定 未策定 策定 策定 策定 B ○

令和元年度に「伊予市協働の
指針」が策定されたことによ
り、目標達成済みである。

本市における協働についての
基本的な考え方や進め方を示
した「伊予市協働の指針」を
策定した。

1 (2) ② 住民自治フォーラムの開催

住民自治組織の必要性や、活動例などに関す
る情報発信をするため、地域リーダーを中心
に、様々な方が参加できる講演会、学習会を
開催する。

多様な主体が気軽に参加することにより、地
域コミュニティの活性化、住民自治の取組推
進につながる。

検討 実施 → → → 総務課 10
フォーラム開
催数（回）

1 1 1 2 0 0 0 廃止 廃止 E ×

住民自治組織の結成事業へ統
合し、その中で地域住民への
研修会事業など展開すること
になったため、平成30年度に
実施計画を廃止済みである。

平成30年度に実施計画を廃
止。

1 (2) 11
防災士養成数
（人）

220 250 250 250 250 218 238 247 253 272 A ◎

自主防災会に対し、防災士養
成講座の受講を勧め、新たに
21人が防災士となり、累計で
272人となった。また、今年
度は高校生が受講するなど、
若年層の防災意識の向上が見
受けられた。

毎年、防災士養成講座の受講
を進め、防災リーダーの養成
については一定の成果が出て
きている。

1 (2) 12
フォローアッ
プ研修参加率
（％）

52 57 62 67 70 28.9 27.7 中止 未実施 未実施 D ×

昨年度に引き続き、今年度は
新型コロナウイルス感染症拡
大防止対策として開催してい
ない。

防災士養成はできたが、防災
士レベルアップのためのフォ
ローアップ講座については、
新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により、実施できな
かった。開催時期、開催方法
の再検討など課題が残った。

1 (2) ④ グリーンツーリズムの推進
グリーンツーリズム協議会の活動を支援し、
交流人口の増加に取り組む。

農山村の魅力を対外的に発信し、体験を通じ
た都市部と農村部の住民の交流拡大の促進に
より、農山漁村の活性化を図る。

実施 → → → →
農業振
興課

13
体験型観光体
験者数（人）

1,600 1,700 1,700 1,800 1,800 21,768 19,383 16,225 8,513 6,145 A ◎

体験者数の回復対策として、
利用料の一部負担キャンペー
ンを実施した。
中山イチゴ観光園が次年度か
ら新たに協議会員に加わる予
定である。

新たな活動の展開を引き続き
検討し実行していく。

1 (2) ⑤ 市民討議会の拡充
無作為で選ばれた市民が自らの意思で参加す
る市民討議会を開催し、市政に対する意見聴
取、また隠れた人材の発掘を行う。

市民に参加するきっかけと討議経験を提供す
ることによる市民育成及び、討議会を通じた
市民参加の担い手育成が期待できる。

実施 → → → →
未来づ
くり戦
略室

14
市民討議会参
加者数（人）

40 45 50 55 60 49 42 中止 47 － D ×

事業開催に向け、委託業者と
運営方法について協議を進め
ていたが、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、参加
者募集を前に事業をストップ
し、結果中止とした。南山大
学の依頼により、参加者募集
時に行う予定であったアン
ケート調査は実施し、かかっ
た経費（消耗品費、郵送料）
については、雑費にて受け入
れた。

予算の都合や新型コロナウイ
ルス感染症による影響もあ
り、実施できない年度があっ
た。
無作為抽出による市民参画の
手法は、これまで市が主催す
る会議に参加したことがない
人にも案内できるという利点
があり、様々な意見を収集す
るために有効な方法と考え
る。
これまで、総合計画や総合戦
略を策定する際の未来像や施
策に対する意見の収集が主な
内容であったが、市民の声が
聞きたいという特定の分野に
絞った会議の開催も検討すべ
きである。

1

1 (1) 15
職員の接遇研
修の既受講率
（％）

20 40 60 80 100 38.5 40.0 88.0 90.3 96.0 C △

【主な各課意見】
・初任者研修において、市の
接遇マニュアルに沿った接遇
研修を実施した。新型コロナ
ウイルス感染症拡大により、
研修実施が困難な状況が続い
た。
・若手職員が新規採用職員対
象の接遇研修の講師を担当
し、研修後に課内へのフィー
ドバックも実施することがで
きた。
・コロナ禍によって研修の開
催はなかったが、課員に対す
る職員接遇マニュアルの周
知・徹底により、課員一人ひ
とりが接遇に関する理解を深
めるとともに、日々の勤務の
中で実践している。

【主な各課意見】
・新規採用職員や若手職員に
対する接遇研修を継続的に実
施しており、一定の成果も見
られている。新型コロナウイ
ルス感染症の拡大により、専
門研修が実施できていない
が、今後も継続的かつ計画的
な接遇研修を実施し、サービ
ス向上を目指していく。
・挨拶の励行等、職員一人ひ
とりが丁寧な接客を心掛けて
いる。また、感染症対策も徹
底の上、適切な窓口対応に日
頃から取り組むことができ
た。
・取組の効果測定について
は、市民満足度調査など、外
部視点で取組を評価する仕組
みを取り入れるべきである。

1 (1) 16
職員の接遇に
対する市民満
足度（％）

60 65 70 75 80 34.6 48.0 67.7 75.4 75.4 C △

【主な各課意見】
・市民から様々な意見を頂い
ているが、気持ちよく市役所
を利用できたなど好意的な意
見が多くなってきている。
・市民満足度調査の結果とし
て、約75％の市民が職員の接
遇に満足しており、「よくで
きている」との積極的な評価
が３割近くまで上昇してい
る。今後も更に上昇するよう
に日々取り組む。
・来客者には積極的に挨拶・
声掛けをし、活気のある明る
い雰囲気作りに努めた。

【主な各課意見】
・職員全体の接遇に対する意
識向上が高まっており、市民
からの職員の印象も良い方向
に変わってきている。今後も
継続的かつ計画的な接遇研修
を実施し、サービス向上を目
指していく。
・日頃の意識改革が市民満足
度調査の結果に反映されてい
る。調査を毎年実施するのは
難しいものの、常に外部から
の評価が行われる仕組みを取
り入れることによって、自己
点検を継続するべきである。
・来庁者への挨拶の励行のほ
か、電話対応をブラッシュ
アップしたことで、接遇品質
の向上に繋がった。

全課① 接遇の充実

職員接遇マニュアルを基本に挨拶の励行な
ど、懇切丁寧な対応の充実を図り、質の高い
市民サービスの提供に努める。
また、来庁者に対する接客アンケートや市民
満足度調査などを実施し、客観的な数値の把
握、改善を行う。

毎朝朝礼での挨拶の唱和や研修等を通して、
意識改革に努め、市役所全体のレベルアップ
につなげる。

実施 → → → →

危機管
理課

防災リーダー養成事業の実施③

自主防災組織をけん引する人材を育成するた
めに、各自主防災会で防災士を養成し、その
後防災士のフォローアップを継続して恒常的
なリーダーを育成する。

防災士を中心とする防災訓練の企画や防災活
動、防災知識の普及啓発活動等を通し、防災
意識の高揚、行動力の向上が図られ、地域防
災力の向上により災害に強いまちづくりがで
きる。

実施 → → → →

（２）協働を推進するためのリーダー育成

（３）協働型職員の育成
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
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実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

1 (3) 総務課 17
評価者研修の
実施回数
（回）

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 B ○

人事評価制度の見直しが実施
され、新たな制度のもと、各
職員が評価制度を理解し、評
価者・被評価者双方の意見が
反映できる制度運用に努め
た。
新評価制度の理解と周知の促
進に努めるとともに、新たに
評価者となった者に研修を実
施し、適正な運用に努めた。

今後も制度の適正な運用と周
知に努める。

1 (1) 全課 18
個人面談の実
施回数（回／
年）

4 4 4 4 4 3.9 3.8 4.2 3.8 4.1 B ○

【主な各課意見】
・目標設定時の期首、運用中
の期中、評価時の期末など適
宜必要に応じて面談を実施
し、円滑な業務の遂行とコ
ミュニケーションの向上を促
している。
・人事評価制度の面談を有効
に活用し、的確な個人目標の
設定及び進捗確認、職場内コ
ミュニケーションを図り、組
織内の意識の共通化や業務改
善に結び付けた。
・今年度から人事評価制度が
変更となり、新たな制度下で
の実施となった。個人面談に
ついては、これまでと同様上
半期、下半期の目標設定時、
評価時に面談を行っているほ
か、毎月の行動記録簿のやり
とりの中で、目標管理や実態
把握に努めている。

【主な各課意見】
・面談において人事評価制度
を有効に活用し、進捗状況や
課題の洗い出しを効果的に行
えた。特に令和2年度からは
コロナ禍の影響による事業の
継続・手法の変更等の方向性
を確認するうえで有効であっ
た。
・職員個々の業務の進捗状況
や体調面の把握のためにも、
普段からの積極的な声掛けや
評定時以外での面談も必要と
思われる。
・業務計画・行動目標、成果
に対する面談を実施し、スキ
ルアップやモチベーション
アップへの意見交換を行うと
ともに、改善点があればその
方法も含めアドバイスを行い
人材育成と組織活性化の雰囲
気づくりに努めることができ
た。

1 (1) ③ 職場内ＯＪＴの徹底

ＯＪＴ計画書を作成し、計画的なＯＪＴの実
施を行う。職責にあった適正な事務配分を行
い、進捗管理を行う過程において、的確な個
別指導を図る。

職員一人ひとりが全体の奉仕者であることの
自覚と使命感を持ち、あらゆる課題に的確に
対応できる人材が育成される。

実施 → → → → 全課 19
課内会議実施
回数（回／
年）

10 11 11 11 11 6.6 6.5 7.3 7.3 8.7 C △

【主な各課意見】
・管理職や業務グループ毎
に、日々コミュニケーション
をとるよう留意し、業務の進
捗状況や課題について常に情
報共有しながら、業務改善や
職員の意識改革を図った。
・定期的なOJT実施の他、必
要に応じてベテラン職員から
経験の浅い職員へグループ内
において的確な指導を実施し
ている。
・新型コロナウイルス感染症
対策に係る対応で混乱してい
た一方で、交付金活用につい
て課内からの企画提案制度を
実施するなど、臨時的対応事
項の発生がOJTの実施に繋
がった。事業計画策定協議に
合わせた全体会議のほか、各
事業や業務に応じて関係職員
が集まり、業務に関する相談
や進捗状況の把握を行った。

【主な各課意見】
・各課、各業務に合った形で
のOJTの実施方法を検討し、
円滑な業務遂行と人材育成に
より効果的な実施を促進して
いく。
・令和２、３年度は新型コロ
ナウイルス感染症防止の観点
から、課員全体でのOJTはで
きなかった。今後は課内協議
を行い、計画的なOJTを実施
し、意識向上に努める。
・課内会議の実施回数は、予
定した回数とはなっていない
が、常に情報共有を行い、協
議・相談ができている。
・定期的な課内会も必要だ
が、問題発生時にすぐに相談
できる体制づくりが最も重要
である。

1 (3) 20
研修会の実施
回数（校務
員）（回）

1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 D ×

校務員を対象とした研修は実
施できなかったが、全職員を
対象とした研修に、事務に支
障のない範囲で参加し資質の
向上に努めている。
また、面談や業務日誌によ
り、全体の奉仕者であること
の自覚や使命感を備えても
らった。

配置が広範囲に異なる職員が
参集して研修会を実施するこ
とは困難なため、全職員を対
象とした研修に、事務に支障
のない範囲で参加し資質の向
上に努めている。
また、面談や業務日誌によ
り、全体の奉仕者であること
の自覚や使命感を持ち、必要
な業務に的確に対応できる人
材を育成することができた。

1 (3) 21
研修会の実施
回数（生活支
援員）（回）

6 6 6 6 6 6 6 6 3 3 D △

コロナ禍により、研修回数や
参加人数は減ったが、個別の
事例集を冊子にして配布を行
い、支援員の資質向上につな
げることができた。

特別支援巡回相談員を講師と
した研修会を計画的に開催し
たり、個別の事例集を冊子に
して配布を行うことで、支援
員の資質向上につなげ、必要
な業務に的確に対応できる人
材を育成することができた。

1 (3)

計画的に研修会を開催し、研修ふりかえり
シートの提出により、調理支援員や嘱託職員
の資質向上に資する取組を実施する。

検討 実施 → → → 22

研修会の実施
回数（給食セ
ンター）
（回）

1 1 2 2 2 1 2 2 2 1 C △

調理場内における危機管理研
修を実施した。

調理場内において必要とされ
る各種研修を実施し知識を習
得することで、業務に的確に
対応できる人材育成ができ
た。

1

1 (4) ① 市政懇談会の開催支援

市政懇談会は、地域住民からの要望に基づ
き、実施することとしているが、広報区長協
議会等での市からのアプローチに加え、開催
に当たっての側面的支援を実施する。また、
ミニ懇談会にあっては、制度創設以来、開催
実績がないため、広報紙やホームページ等に
て積極的に周知を行う。

市民と直接意見交換を行うことで、生の意見
や要望等を把握することができる。また、行
政と市民の距離を縮めることができる。

実施 → → → → 総務課 23
市政懇談会の
開催数（回）

2 2 2 2 2 1 0 0 0 0 D ×

市政懇談会・ミニ懇談会とも
に、新型コロナウイルス感染
症の影響もあり、地域からの
実施要望がなかった。

新型コロナウイルス感染症の
影響もあり、予定の開催回数
には至らなかった。市民ニー
ズに合わせた懇談形式への変
更について検討する必要があ
る。

学校教
育課

→ → →

人事評価制度運用の徹底

人事評価制度の面談を有効に活用し、的確な
個人目標の設定及び進捗確認、職場内コミュ
ニケーションを図り、組織内の意識の共通化
や業務改善に結び付ける。

現行の人事評価制度を活用しつつ、計画的・
組織的な人材育成に取り組み、新たな評価制
度により、職員の意欲向上を高める仕組みを
つくり、より高い行政サービスを提供する。

実施 → → →→

（４）まちづくりに触れる機会づくり

→

職員一人ひとりが全体の奉仕者であることの
自覚と使命感を持ち、必要な業務に的確に対
応できる人材が育成される。

計画的に研修会を開催し、研修ふりかえり
シートの提出により、校務員等職員の資質向
上に資する取組を実施する。

実施

④ 学校関係職員研修の実施

②
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
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1 (4) ②
介護予防支援に向けた、市民
との協働の機会づくり

認知症フォーラム、認知症サポーター養成講
座、認知症予防教室など、市民の関心の高い
認知症施策事業をきっかけに、介護予防支援
に積極的にかかわる市民を増やし、市民との
協働による介護予防支援事業の充実を図る。

誰もが充実感を持って働き、家庭や地域生活
の状況に応じて、多様な生き方を選択・実現
できる社会が構築される。

実施 → → → →
長寿介
護課

24
介護予防教室
の実施箇所数
（箇所）

30 50 70 90 100 20 37 41 36 32 D ×

コロナ禍のため、教室や講座
の開催が困難な状況であっ
た。感染予防対策を徹底して
教室や講座を開催し、介護・
認知症予防に積極的に取り組
む市民を増やし、市民との協
働による介護予防支援の充実
を図った。

コロナ禍の影響により、令和
２年度からは講座や教室の開
催数は減少したが、認知症サ
ポーターの増加など取組の成
果は着実に表れている。今後
も介護予防事業の取組は効果
的と思われる。

1 (4) ③ 観光協会の事業合理化

観光協会が実施する観光事業に、市内外への
市産品の普及宣伝及び販路の開拓並びに市産
品の品質向上及び商品の開発を目的とする産
業振興事業を加え、観光物産協会への事業拡
大など業務の合理化を進める。

現行の事業に類似した事業を付加することに
より、より効率的な運用が見込めるととも
に、総事業費の抑制につながる。

検討 → 実施 → →
経済雇
用戦略
課

25
総事業費（千
円）

14,240 14,240 14,098 14,000 13,000 14,240 11,850 11,850 12,050 14,464 B ○

新型コロナウイルス感染症の
影響により各種イベント事業
が中止となる中、これまで実
施してきた事業の見直しと今
後の方向性について検討を
行った。
また、観光（物産）協会の法
人設立に向けて、市内の観
光・物産に関係する人たちに
声掛けを行い、ワークショッ
プを行った。

観光物産協会としての事業拡
大にはつながらなかったもの
の、関係者との検討及び話し
合いを通じ、観光物産法人の
円滑な設立と活発な活動に向
けた協力体制を構築すること
ができた。

1 (4) ④
アダプトプログラム（里親制
度）事業の推進

市民が道路や河川の清掃・美化活動を実施す
る場合、予算の範囲内で軍手、ゴミ袋、草刈
り機の替刃及び混合油など、活動に必要な用
具を支給している。アダプトプログラムを環
境美化事業としてだけでなく、市民協働事業
の一環として位置付け、今後は、清掃箇所へ
のサインボードの設置やボランティア保険へ
の加入など、行政が担うべき役割を検討し、
事業の拡大を図る。

市民との協働で事業に取り組むことにより、
環境美化に対する市民意識の高揚を図るとと
もに地域の環境美化活動を推進する。

検討 → → 実施 →
土木管
理課

26
参加活動団体
数

8 8 8 10 12 2 6 4 16 16 A ◎

現在、市民が道路や河川の清
掃・美化活動を行う際、１団
体に１万円を上限に年１回の
み原材料を支給しており、令
和３年度は13団体の実施に
至った。

愛媛県と連携し事業推進を
図ったことにより、関連団体
の活動回数が増加している。
引き続き、県と連携を密に事
業実施の補助に努める。

1 (4) ⑤
児童・生徒・学生のまちづく
り実践体験の機会づくり

児童・生徒・学生を対象に、まちづくり活動
（実践体験）へ参加する機会をつくり、まち
づくりへの関心を喚起し、参画できる環境を
整える。

幼少期からまちづくりに参画することによ
り、市政への関心を持ち、市民意識の醸成に
つながる。

検討 実施 → → →
社会教
育課

27
実施公民館数
（箇所）

1 3 6 6 0 1 3 3 3 C △

地区公民館全館で、保幼小中
高生と地域住民とが一緒に
なって青少年教育活動や地域
コミュニティ活動、社会体育
活動などを行っているが、今
年度も新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため計画して
いた事業が中止となった館が
３館ある。

コロナ禍のため、止む無く実
施できなかったが、コロナ収
束後は全館において実施した
い。

1 (4) ⑥
食と食文化のまちづくり推進
事業への参画

市民への意識醸成を努めるとともに、常に問
題意識を持って、本市ブランド化に向けた取
組を継続する。
各種事業を行う際には、事業内容を含めた参
加依頼を積極的に発信し、より多くの職員の
自主的な参画を促す。

固有の食文化の継承と振興を目指し、さまざ
まな分野からのアプローチによる協働事業、
主体的に行動できる能動型職員の育成が見込
まれる。

実施 → → → →
経済雇
用戦略
課

28
フェア実施・
参加回数
（回）

5 5 6 6 6 2 － 5 4 4 C △

新型コロナウイルス感染症の
影響の中、DCMダイキとの連
携、未来づくり戦略室との協
働によるふるさと特産品フェ
アを４日間にわたり開催する
ことができた。
DCMダイキとの綿密な協議
等、職員の積極的な参画によ
り食文化の振興と能動型職員
の育成が図られた。

新型コロナウイルス感染症の
影響により、活動指標こそ達
成に至らなかったが、行政、
中間組織（観光協会）、民間
事業者（DCMダイキ）の連携
によるモデル的な事業を実施
することができた。

1 (4) ⑦ 大学、ＮＰＯ等との連携推進

民学公連携事業として実施している
「iProject!（アイプロジェクト！）」を拡
充・発展させるとともに、大学・団体・企業
等との連携協定の締結を推し進め、幅広い分
野で協力しながら、活力ある地域づくり、地
域を担う人材育成等に取り組む。

学生・NPO職員の持つ発想力、団体・企業の
持つ技術・ノウハウを生かした新たな付加価
値を持つ創造活動を実施・展開する。

実施 → → → →
未来づ
くり戦
略室

29
連携協定締結
団体数（件）

3 3 4 4 5 0 1 2 2 5 B ○

松山大学との包括連携協定の
締結に向けて協議を行ってい
たものの、新型コロナウイル
ス感染症の影響などにより、
締結に至らなかった。
なお、企業との連携について
は、この５年間で愛媛銀行・
住宅金融支援機構、三井住友
海上火災保険株式会社、株式
会社クラッソーネと３件の協
定を結ぶことができた。

これまで主に検討していた大
学との協定のみならず、民間
企業との協定を結ぶことによ
り、柔軟な活動が可能となり
つつある。今後は企業版ふる
さと納税を活用した事業な
ど、今まで以上に企業との連
携を模索する必要がある。ま
た、検討中である大学との連
携も早期に締結できるよう、
引き続き協議を進めていく。

２　発信力の向上

2 (1) ① 広報委員制度の見直し

市政に関する広報事項の普及啓発及び市政に
ついての公正な世論の把握等、組織的に推進
してきた広報公聴活動について、社会環境の
変化も踏まえ、広報紙の配布方法や報酬算定
基準の見直し、広聴機能の充実強化等見直し
を図る。

市民ニーズの的確な把握方法について検証す
ることにより、市民との協働のあり方を見直
すことができる。

検討 → 実施 → → 総務課 30
広報委員報酬
額（千円）

12,319 12,319 12,319 12,319 12,319 検討 検討 検討 実施 実施 B ○

広報紙の配布方法についてポ
スティングを導入した他市の
状況を調査し検討したが、現
在の配布部数・種類から実施
困難と判断した。また広報委
員の業務負担軽減のため、全
戸配布資料、また回覧資料の
軽減化に努めた。

ポスティング導入検討を含
め、引き続き広報委員の業務
負担の軽減化を図る。

2 (1) ② 有料広告掲載の推進
市が発行する広報紙やホームページ等に加
え、庁舎内等への有料掲示などを検討し、広
告媒体による収入増を図る。

財政不足が続いている状況において、少しで
も収入を得ることができる。 実施 → → → → 総務課 31

有料公告収入
額（千円）

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 80 590 780 458 464 D ×

ダイレクトメールにより有料
広告事業の案内を行うととも
に、業務上やり取りがある事
業者へ口コミで案内を行っ
た。

令和２年からコロナ禍となり
事業者が広告掲載に慎重であ
る声があり、期間の後半は積
極的な勧誘は控えた部分が
あった。Twitterやフェイス
ブック、LINEなどのSNSを広
報紙及びホームページとの連
携を意識した情報発信を実施
し、広告効果の感じられる情
報発信を更に研究し、ぜひ掲
載したいというSNSにしてい
きたい。

2 (1) ③
公民館だよりのホームページ
化

地域のコミュニティ情報を市内他の地域やふ
るさと出身者などへ広く発信するため、公民
館だよりのホームページ掲載を行う。

地域活動に関する情報が広く伝わり、地域活
動への理解と関心を高め、積極的な市民参加
が推進される。

実施 → → → →
社会教
育課

32
ホームページ
掲載実施率
（％）

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

毎月実施した。 公民館独自の公民館だより
を、毎月、ホームページに掲
載した。

（１）広報の推進
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2 (1) 33
移住相談数
（件）

40 50 60 70 80 177 162 333 290 296 A ◎

コロナ禍にあっても移住相談
数が前年度比で横ばいであ
り、移住相談体制が安定して
いると言える。SNSやオンラ
インツアーの開催といったオ
ンラインツールと移住まんが
を併用して情報発信を強化し
たことで、伊予市の暮らしの
イメージを広く周知すること
ができた。

移住サポートセンター「いよ
りん」の設置により、愛媛県
移住相談窓口から地域の受入
団体に至るまでの一貫した連
携体制が整い、各機関の切れ
目のない移住支援につながっ
た。移住に伴う手続きの負担
が大きい、子育て世帯や空き
家を改修して移住や起業をす
る世帯の定着に寄与した。

2 (1) 34
累計移住者数
（人）

6 8 10 10 10 15 25 28 40 70 A ◎

移住者実態把握アンケートの
回収率が前年度の42％から
51％へ上昇したが、それ以上
に移住者数が上昇した。移住
相談体制の安定が移住者数の
上昇につながっている一方
で、紹介できる中古住宅が慢
性的に不足している。

移住サポートセンター「いよ
りん」の設置により、愛媛県
移住相談窓口から地域の受入
団体に至るまでの一貫した連
携体制が整い、移住者の増加
に寄与した。移住者の暮らし
の様子を各種メディアやオン
ラインツールで発信し、関心
を高めており、市内の中古住
宅や店舗兼住居の活用事例が
徐々に増えていることで、移
住者が移住者を呼ぶ流れがで
きている。

2 (1) 関係課 98 109 121 132 133 158 137 164 39 30 D ×

実施回数の合計を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

2 (1) 総務課 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 D ×

総務課所管において、特に要
望や必要性がなかったため、
開催していない。

広報区長と連携しながら必要
に応じて引き続き実施する。

2 (1)
危機管
理課

3 4 5 6 7 11 6 17 5 3 C △

新型コロナウイルス感染症の
影響により、開催数は少な
かったが、自主防災会、手話
奉仕員、日赤奉仕団等の会で
防災危機管理啓発講座を実施
した。

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響を大きく受け、ここ
２～３年は防災啓発講座の依
頼は減少している。依頼を受
けた場合には積極的に出講し
ている。

2 (1)

租税教育の一環として市内の学校等に出向
き、税に関する説明することにより、将来を
担う児童、生徒等の税に対する理解度を高
め、納税意識の向上を図る。

税務課 1 1 1 1 1 5 5 5 6 6 A ◎

若手職員が中心となり、市内
の６小学校で租税教育の出前
講座を実施し、小学生に対す
る税への理解向上に課全体で
取り組んだ。
次年度からの新たな取組とし
て、ペッパーを使った租税教
室を予定しており、その開催
方法や講座内容等について諸
準備を進めている。

租税教育の出前講座の実施に
より、小学生に対する税への
理解向上に寄与しただけでな
く、担当した職員も準備段階
から講座内容を理解していく
中で結果的に知識の習得にも
繋がり、同時に貴重な経験を
積むことのできる良い機会で
あると言える。
開催時期や方法・講座の内容
等については、今後検討・改
善の余地があると思われる。

2 (1)

中山地
域事務
所

本庁主催の説
明会等への参
加

50 60 70 80 80 90 90 90 0 0 D ×

前年同様、新型コロナウィル
ス感染症拡大防止のため、活
動自粛が余儀なくされたため
実施できなかった。

上半期は団体や地域の要望に
応じて、講座の開催に取組
み、市民との協働意識の醸成
を図ったものの後半はコロナ
禍にあって活動のほとんどが
制限されることとなった。

2 (1)

双海地
域事務
所

他課主催の説
明会等への参
加数

15 15 15 15 15 9 8 15 2 0 D ×

前年同様、新型コロナウィル
ス感染症拡大防止のため、
様々な面で活動が自粛された
ため、実施できなかった。

上半期においては、観光協会
のイベント関係等の協議会に
参加し、他課の業務をサポー
トできたほか、愛媛県研修所
における「実戦型地域政策づ
くり」合宿で講師として、双
海地域の施策の紹介を行うこ
とができた。しかし、令和２
年度以降においては、新型コ
ロナウィルス感染症拡大の影
響により、各種行事が中止と
なることで、十分な取組がで
きなかった。

2 (1) 福祉課
出前講座実施
回数

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 B ○

手をつなぐ育成会学習会にお
いて、特別支援学校について
共に学習し意識の醸成に努め
た。

団体等の要請に応じ、説明等
が出来た。今後も地域・団体
等のニーズに応じて対応を継
続する。

2 (1)
健康増
進課

健康教育出前
講座

20 20 20 20 20 34 16 26 20 9 D ×

新型コロナウイルス感染症の
影響で、地域、団体等へは実
施できなかったが、「ハハハ
教室」を２回実施することが
できた。

新型コロナウイルス感染拡大
対策を図りながら各種団体へ
講座を実施し、健康管理の意
識を高めるとともに協力関係
を築いていきたい。

2 (1) 市民課
出前講座実施
回数

1 1 1 1 1 0 1 2 0 0 D ×

開催の要望がなかった。 新型コロナウイルス感染症を
理由として、マイナンバー
カードに係る出前講座の広報
及び募集を積極的に実施しな
かったため、結果として開催
要望を受けることがなかっ
た。

35

市内への移住・定住を希望する方々への対応
を強化するとともに、空き家情報や企業の雇
用情報、地域の情報などを発信する。また人
材の受入体制を確保し、支援を行う。

人口の増加や世代間の格差の解消が図られ、
各地域の均衡のとれた発展が推進される。

実施 → →

実践的な研修を重ねることで、職員の協働意
識を高め、市民や市民団体等との協力関係を
築くことのできる人材を育成する。

→ →
未来づ
くり戦
略室

⑤ 職員出前講座の実施

④ 移住・定住の促進

地域、団体等の要請に応じて各種の会合に出
向き、講話等による啓発を行うとともに要望
等を伺い施策への反映を図り、併せて職員と
市民との間の協働意識の醸成を図る。

実施 → → → →

出前講座実施
回数

地域、団体等の要請に応じ、担当課との連携
を図りながら各種の会合に出向き、要望を伺
うとともに、制度の説明を行い、職員と市民
との協働意識の醸成を図る。

地域、団体等の要請に応じて各種の会合に出
向き、要望を伺うとともに、制度の説明を行
い、職員と市民との協働意識の醸成を図る。
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2 (1)

市内中学校に対し、環境教室を定期的に実施
することにより、伊予市の環境を守る意識の
醸成を図る。また、市内各地区を定期的に巡
回し、市民に環境出前講座（ダンボールコン
ポストの作り方等）を実施する。

検討 → 実施 → →
環境保
全課

出前講座実施
回数（各中学
校）

4 4 4 4 4 4 4 5 0 2 C △

新型コロナウイルス感染症の
低迷期に小学校等の要請によ
り環境教室を行った。また、
公民館と連携し、環境イベン
トに合わせた環境講座を計画
したが、感染症拡大のため中
止となた。

環境学習の対象を小・中学校
に加え公民館と連携した環境
講座を実施することにより、
対象を成人に拡大し環境意識
の高揚を図る必要がある。

2 (1)

地域、団体等の要請に応じて各種の会合に出
向き、講話等による啓発を行うとともに要望
等を伺い施策への反映を図り、併せて職員と
市民との間の協働意識の醸成を図る。

実施 → → → →
未来づ
くり戦
略室

1 1 1 1 1 2 1 0 0 1 B ○

伊予商工会議所の要請による
SDGsに関する啓発を実施し
た。この他、地域・団体から
SDGsに関わる講座開設要請は
あったものの、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大によ
り、予定していた２件とも中
止となった。

今後も講座開設依頼があれ
ば、対応していく。

2 (1)

地域住民を対象とした学習会は実施しておら
ず、今後は広報区長会等を通じて、市民を対
象とした施設見学会等を開催し、水資源の重
要性の周知に努める。

検討 実施 → → → 水道課 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 D ×

今年度は、コロナ禍の影響を
受け参加要望は少ないが、水
道施設に関して市内各小学校
からの要望により、各地区に
該当する水源地及び浄水場の
施設見学を実施している。
施設見学では、各家庭への給
水に対する関心が寄せられ質
問も多岐にわたり、水資源の
大切さへの理解が深められて
いる。

毎年市内各小学校からの要望
により、小学校４年生を対象
に各地区に該当する水源地及
び浄水場での見学会を実施す
るなど、水資源の重要性の周
知に努めるとともに、行政事
務の理解を深めてもらうこと
ができた。

2 (1)

地域、団体等の要請に応じて各種の会合に出
向き、要望を伺うとともに、制度の説明を行
い、職員と市民との協働意識の醸成を図る。

実施 → → → →
社会教
育課

1 1 1 1 1 2 4 3 5 15 B ○

大平公：あいのわのセミナー
(２回)
上野公：夏休み教室(２回)・
火起こし体験　・鉱物に関す
る講座
双海公民館：公民館学級（２
回）・介護要望講話　・
ニュースポーツボッチャ体験
２地区公民館：人権・同和教
育地区別学習会(９回)

コロナ禍のため、できること
は限定されたが、可能な限り
実施することができた。

2

2 (2) ① 保存文書目録の公表

市ホームページを通し、共有財産である公文
書（保存文書）の目録を広く公表し、開かれ
た市政を構築するとともに、市民がより市政
に深い理解を示し、必要に応じて情報公開請
求を行いやすい環境を整備する。

情報公開の充実を図ることで、行政の説明責
任を果たし、行政に対する理解を深めること
ができる。

検討 → 実施 → → 総務課 36
文書目録の
データ化
（％）

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

文書の適切な管理、環境整備
のため執務室及び文書庫の整
理を職員に徹底したが、目録
公表の課題となる職員間の統
一した運用管理が図れず、目
録の公表には至らなかった。

文書目録の公表の課題とし
て、職員間の統一した運用管
理が大前提であるが、データ
量が多いことからシステムの
導入も含め引き続き検討する
必要がある。

2 (2) ② 市民意見公募制度の充実

広報紙やホームページを活用した更なる制度
概要の周知に加え、市民にとって分かりやす
い公表資料の作成により、制度の活用促進を
図る。

市民の声を最大限に活かし、的確に市政に反
映させることで、市民との合意形成が図れ、
真に必要とする行政サービスの提供が行え
る。

実施 → → → → 総務課 37
市民意見公募
数（件）

10 10 10 10 10 10 10 21 13 11 B ○

ホームページに意見公募につ
いての記事が掲載される場合
は、新着情報に掲載し、より
分かりやすい記載とするな
ど、周知徹底に努めた。

広報紙や市HPで広く市民に周
知を図ることができた。引き
続きより分かりやすい周知に
努める。

2 (2) ③ 災害に強い行政基盤の構築
災害等の発生時においても情報システムを機
能させ、継続的に行政サービスの提供が行え
るよう機能の確保をする。

災害等に対する行政の対応能力の向上を実現
し、行政としての責務と市民サービスの向上
を実現する。

検討 → 実施 → → 総務課 38

ICT事業継続計
画の策定数
（個別システ
ム単位）
（％）

10 30 100 0 0 0 10 30 B ○

伊予市LINE公式アカウントの
VOOM（情報プラットフォー
ム）に防災行政無線放送や不
審者情報を掲載し、即時で確
実な情報発信の体制を整え
た。災害時にもリッチメ
ニューで災害専用ページを設
けて分かりやすい情報発信は
できるような仕組みを検討し
ている。

住民情報システムについて
は、災害発生時にバックアッ
プサーバで事業継続を図るこ
とができる体制としている。
住民に対する情報発信につい
て、伊予市LINE公式アカウン
トがインターネット環境があ
ればどこからでも情報発信が
可能である仕組みとなってお
り、今後住民の登録拡大に注
力していく。

2 (2) ④ ケーブルテレビの活用
伊予市内における愛媛ＣＡＴＶによるケーブ
ルテレビ放送を活用し、観光情報等につい
て、周知及び啓発を図る。

地域活動に関する情報が広く伝わり、地域活
動への理解と関心を高め、積極的な市民参加
が推進される。

実施 → → → →
経済雇
用戦略
課

39
ケーブルテレ
ビとの協働事
業数

1 1 2 2 2 1 1 1 0 0 E ×

新型コロナウイルス感染症の
影響によるイベントの中止の
ほか、５月31日「伊予市・松
前東部エリア」のケーブルテ
レビサービス終了により、
ケーブルテレビを活用した周
知啓発ができなかった。

新型コロナウイルス感染症の
影響やケーブルテレビサービ
スの終了もあり、協働事業数
の拡張には至らなかった。

2 (2) ⑤
一体となった市内観光ルート
推進

観光協会を中心に、市内観光モデルコースを
作成し、市内外へ情報発信すると共に観光ボ
ランティアガイドの活動推進により、観光Ｐ
Ｒに努める。

交流の機会を通じ、相互理解を深め、地域の
魅力の再発見、新たな価値の創造・発見など
活気に満ちた地域社会の形成が図られる。

実施 → → → →
経済雇
用戦略
課

40
モデルコース
数

19 20 20 21 21 19 21 21 21 21 B ○

伊予市まるごとおもてなしプ
ラン、自転車を活用した観光
等推進計画の策定に合わせ、
ウィズコロナ、アフターコロ
ナに向けて小規模人数による
市内周遊や自転車により市内
を周遊するルートを整備し、
計画公表に合わせ市民に周知
を行った。

各地域の特色を生かした周遊
ルートのほか、地域間を繋ぐ
周遊ルートを設定することが
できた。

2 (2) ⑥ 市道路線図の市HP掲載
市道路線図を伊予市ホームページ上に掲載
し、市民等利用者の利便性の向上を図る。

情報公開の充実を図ることで、行政の説明責
任を果たし、行政に対する理解を深めること
ができる。

検討 実施 → → →
土木管
理課

41
ホームページ
閲覧者数
（人）

300 400 500 500
HP掲載

実施
HP掲載

実施
HP掲載
実施

HP掲載
実施

HP掲載
実施

C △

市道路線図の市HP掲載を一旦
中止し、閲覧システムの改良
を図っている。

市道台帳のデータ閲覧方法に
ついて、早期に検討を行な
い、利便性の向上に努める。

2 (2) ⑦
ごみアプリ、ホームページ等
を利用した環境活動のＰＲ

ごみアプリやホームページ等を活用して、環
境活動（クリーン伊予運動等）、環境部局に
関する情報及び環境教室等のイベントをPRし
ていく。

環境活動等を積極的に啓発していくことによ
り、環境施策への理解が深まり、市民との協
働をより一層高めることが期待できる。

実施 → → → →
環境保
全課

42
ごみアプリの
登録数（件）

1,100 1,200 1,300 1,400 1,500 1,558 2,100 2,751 3,431 4,098 A ◎

ごみアプリの登録者数は、順
調に伸びている。また、ホー
ムページに、ごみ減量、ゼロ
カーボンなど市民の関心の高
い情報を随時掲載した。

今後においてもごみアプリの
登録者数を増やすため、PRに
努める必要がある。ごみに関
することや地球温暖化対策な
ど関心が高い情報を速やかに
周知していく必要がある。

35

出前講座実施
回数

⑤ 職員出前講座の実施
実践的な研修を重ねることで、職員の協働意
識を高め、市民や市民団体等との協力関係を
築くことのできる人材を育成する。

（２）情報公開と保護
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

2 (2) ⑧ 行政評価の公表方法の見直し

市民に分かりやすい行政評価制度の見直しを
行う。併せてＨＰや広報等の公表方法の見直
しを行い、市民の行政評価に対する関心を高
める。

情報公開の充実を図ることで、行政の説明責
任を果たし、行政に対する理解を深めること
ができる。

実施 → 見直し → →
未来づ
くり戦
略室

43
行政評価の意
見公募数

5 5 10 10 10 0 0 0 0 0 D ×

行政評価の意見公募について
は、７月に実施したものの、
意見はなかった。
昨年度策定した第２次伊予市
総合計画後期基本計画の各施
策から、QRコードによる担当
課、事業紹介にリンクする仕
組みを作ったほか、施策評価
に関しても、後期基本計画に
沿った内容の表記に変更し
た。

行政評価結果を毎年公表し、
意見公募を募っているもの
の、この５年間で意見はな
かった。全事務事業を対象と
した施策評価、事務事業評価
のあり方についても、今後検
討の必要がある。

2 (2) ⑨ 施設白書の策定

公共施設等の現状をストック(量)・コスト
(経費)・ニーズ(利用)の視点等から捉えて、
将来の改修・建替えについてのシミュレー
ションを行うための準備を整えるとともに、
施設の老朽化に伴う大規模改修や改築を検討
するために正確な実態が把握できる基礎的資
料を取りまとめる。。

住民ニーズに応じ、適切に見直し・改善を行
うことで、公共施設の配置、管理運営の適正
化が図られる。

検討 実施
未来づ
くり戦
略室

44
施設白書の策
定

策定 検討 未実施 未実施 策定 策定 B ○

昨年度策定した公共施設個別
施設計画を踏まえ、平成28年
度に策定した公共施設等総合
管理計画の改訂をおこなっ
た。

施設白書という名称での計画
策定には至らなかったが、公
共施設台帳に掲載している施
設に関し、公共施設個別施設
計画を立て、それぞれの建物
の基本情報に加え、今後の方
針について明確にすることが
できた。

2 (2) ⑩ 議会の情報公開の促進
交際費、政務調査費の執行状況等をホーム
ページ等に公開し、議会活動に関する市民の
理解を得る。

情報公開の充実を図ることで、行政の説明責
任を果たし、行政に対する理解を深めること
ができる。

実施 → → → →
議会事
務局

45
情報公開実施
率（％）

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 A ◎

議長交際費及び政務活動費の
執行状況を議会だより及び市
議会ホームページで公開し、
平成30年８月からは政務活動
費にかかる領収書等も市議会
ホームページで公開してい
る。
令和３年度から本会議のイン
ターネット中継を開始した。

議長交際費及び政務活動費の
執行状況を議会だより及び市
議会ホームページで公開し、
政務活動費に係る領収書等も
市議会ホームページで公開す
ることにより、情報公開の充
実に努めた。
令和３年度から本会議のイン
ターネット中継を開始し、議
員活動の取組を市民に周知す
ることができた。

３　経営基盤の強化

3 (1) ①
地方公会計制度の導入による
財政分析

地方公会計の整備により、「作ってみせる」
公会計から「活用する」公会計への移行を図
る。

健全な財政運営を行うことで、行政サービス
を安定的に提供でき、安心した市民生活と地
域の発展が図られる。また、資産（公共施
設）の現状について、施設間や他の自治体と
の比較が可能となる。

検討 整備 実施 → → 財政課 46

主要な公共施
設ごとの「有
形固定資産減
価償却率」の
算出率（％）

50 100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

令和２年度決算分まで100％
達成。

国の定める新しい公会計基準
に基づいた財務書類の整備が
なされ、従来の決算書に対す
る補助的な決算資料として、
資産形成に関する財務書類が
加わった。今後経年的な分析
を加えることで、特に公共施
設の維持・更新にかかる財務
分析が可能となるものと考え
られる。

3 (1) 税務課 47
市税収納率
（％）

93.2 93.3 93.4 93.5 93.6 94.2 96.6 97.4 97.7 88.82 B ○

滞納整理の更なる強化によ
り、確実な財源確保ができ
た。

滞納整理の強化や利便性の高
い納税環境の整備等により、
確実な財源確保ができたほ
か、徴収困難案件の迅速な滞
納整理を図ることができた。
また、移管を予告する催告に
より、自主納付や納付誓約に
つなげることができた。

3 (1)
長寿介
護課

48
介護保険料収
納率（％）

76.0 77.0 78.0 79.0 80.0 75.5 79.4 71.9 79.0 83.0 A ○

保険料収納率向上のため滞納
整理の強化等に努め、個別に
納付計画相談、滞納処分を
行った。

コンビニ収納など利便性の高
い納税環境の整備、及び個別
の納付滞納相談など滞納整理
強化に努め、保険料収納率向
上に貢献することができた。

3 (1) 水道課 49
水道使用料徴
収率（％）

98.1 98.2 98.3 98.4 98.5 94.2 84.3 85.4 99.5 92.9 C ○

滞納整理については前年度と
同様の取り組みをさらに推進
し、長期滞納者に対して粘り
強く交渉を重ね、分納誓約を
取り付けるなど、滞納解消を
進めることができた。

滞納整理については前年度と
同様の取り組みをさらに推進
し、長期滞納者に対して粘り
強く交渉を重ね、分納誓約を
取り付けるなど、滞納解消を
進めたことにより、収納率の
向上に努めた。実績として、
未収金額が減少した。

3 (1)
都市住
宅課

50
下水道使用料
徴収率（％）

98.5 99.0 99.0 99.0 99.0 97.5 95.1 98.9 99.5 38.9 B ○

地方公営企業法適用となった
下水道事業は発生主義となっ
たため、従来の官庁会計での
評価と比較できないため、次
期計画は再考する必要があ
る。
収納率は概ね良好である。

期間を通じて、収納率の向上
に努めており目的は達成でき
ている。

3 (1) 関係課 8,653 16,939 88,446 49,526 46,322 B ○

収納件数の合計を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (1) 税務課 11.10% 15.0% 27,158 29,515 27,838 B ○

コンビニ納付に加えPayPay納
付についても周知されたこと
により口座振替と併せて、期
限内納付率の向上を図ること
ができた。（コンビニ等収納
率　23％）

コンビニ納付に加えPayPay納
付についても周知されたこと
により口座振替と併せて、収
納率の向上に繋がった。今後
も納付義務者の利便性を考慮
し、電子マネーによる収納を
推進するとともに、クレジッ
トによる収納の導入について
も検討を進めていきたい。

51③
収納チャンネルの多様化の検
討

市税等の納付について総合収納システムが整
備され、コンビニエンスストアでの収納が可
能となった。その効果を検証してクレジット
収納等の導入について検討する。

身近な場所で時間に捉われない納付が可能と
なることから、収納率の向上が見込まれる。 実施 → → → →

効果の検証
（利用率を含
めた検討）

（１）財政基盤の強化

② 市税収入等の確保

確実な財源確保のために、滞納整理の強化、
利便性の高い納税環境の整備などを行い、市
税収入等の向上に取り組む。

上下水道課が互いに連絡を密にし、適確な債
権回収に取り組む。
下水道施設の維持管理・運営の効率化を図る
ためには、利用率を最大限に高めることが重
要であり、施設の能力に見合う有収水量を確
保するためにも、未接続者の解消に取り組む
必要がある。

健全な財政運営を行うことで、行政サービス
を安定的に提供でき、安心した市民生活と地
域の発展が図られる。

実施 → → → →

実数 実数 実数 実数 実数
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (1)
長寿介
護課

1,175 1,187 1,260 1,380 1,404 B ○

コンビニ収納及び電子マネー
による収納の導入により、利
便性を図った。

コンビニ収納の導入により、
収納率の向上に繋がった。今
後も納付義務者の利便性を考
慮し、電子マネーによる収納
を推進するとともに、クレ
ジットによる収納の導入につ
いても検討を進めていきた
い。

3 (1) 市民課 2 6,757 6,961 7,450 5,500 B ○

後期高齢者医療保険料につい
て、口座振替と併せてコンビ
ニ収納の実施により期限内納
付の推進を図ることができ
た。
R4.2.28現在　口座振替
4,892件　コンビニ収納　608
件　合計　5,500件

コンビニ収納の導入により、
収納率の向上に繋がった。今
後も納付義務者の利便性を考
慮し、電子マネーによる収納
の推進やわかりやすい周知に
努めたい。

3 (1) 水道課 5,020 6,397 6,731 7,530 7,699 C ○

収納チャンネルの多様化とし
て、コンビニ収納やスマホア
プリ収納が加わり、利用件数
は、増加傾向にある。スマホ
アプリ収納は、約470件ほど
の実績が出ている。

収納チャンネルの多様化とし
て、コンビニ収納やスマホア
プリ収納が加わり、いつでも
納付ができるという利便性に
より。利用件数は年々増加し
ている。今後も収納実績の動
向をみながら収納率アップに
つなげていきたい。
令和３年度の実績は、見込み
である。

3 (1)
都市住
宅課

2,452 2,594 3,533 3,651 3,881 B ○

市税、水道料金と共に、下水
道使用料も多チャンネル収納
を行っており、今後も継続し
たい。

市税、保険料、水道料金と共
に、下水道使用料もコンビニ
納付など多チャンネル納付の
方法をとっており、納入の機
会を増やすように実施した。

3 (1) 会計課 4 4 42,803 10 10 B ○

現在の収納チャンネル
済通・口座振替・ゆうちょ振
替・コンビニ・スマートフォ
ン決済（PayB・PayPay・
LINEPay・AirPay）・地方税
共通納税

スマートフォン等の電子機器
による決済サービスが導入さ
れ、市税等の納付について利
便性が向上した。

収納チャネルの増加で現在の
収納チャンネル
済通・口座振替・ゆうちょ振
替・コンビニ・スマートフォ
ン決済（PayB・PayPay・
LINEPay・AirPay）・地方税
共通納税

3 (1) ④ ふるさと納税の推進
ふるさと納税を推進し、自主財源の確保を図
る。寄附者へお礼として伊予市の逸品を贈
る。

市財政の自主財源の確保が見込まれる。また
寄附者への返礼品を通し、市の魅力を伝える
ことができる。

実施 → → → → 財政課 52
ふるさと納税
受入額（千
円）

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,297 42,130 45,470 48,302 43,441 A ◎

郵便局及び関係課の協力によ
り、返礼品開発については、
特に年間を通じた寄附が見込
める品物の開拓に取り組み、
令和２年度末時点から６件増
やし、６４件となった。
総務省通達による寄附金額に
占める返礼品にかかる経費の
割合を３割に抑える基準につ
いては、従来より準拠できて
おり、本来の趣旨に沿った取
組を継続している。寄附金実
績については自治体間競争も
激しさを増す中、前年度実績
を下回る決算となった。

本市の魅力発信と自主財源確
保の両面から、一定の成果を
得たものと考えられる。国の
定める制度も、年々精査さ
れ、運用ルールが安定してき
ており、本市の取組も制度を
遵守しつつ他自治体との競争
に向き合っている。成果指標
として定めた寄附金目標はこ
れまで達成してきているが、
さらに魅力ある返礼品開発と
流通ルートの開拓に継続して
取り組み、本市の魅力発信と
経済活性化のため、事業見直
しが必要と考えられる。

3 (1) ⑤
市有財産の有効活用と売却の
促進

市有財産の適正な維持管理に努めるとともに
未利用資産について活用策を検討し、市とし
て行政目的のないものについては、積極的に
売却処分する。

財産の適正な管理・処分により、財政負担の
軽減が図れ、また売却により財源確保ができ
る。

実施 → → → → 財政課 53
売却（貸付）
件数（件）

1 1 1 1 1 2 1 1 4 1 A ◎

相続等に関連し売却協議に年
数を要していた１物件（中
山）の売却が完了した。

未活用の市有財産について、
財源確保と土地等有効活用の
両面から、着実に成果を挙げ
た。具体的な売却に至らな
かった案件についても、他課
と連携し賃貸借や使用貸借な
ど財産有効活用に繋がった事
例もあり、今後の参考例にな
ると考えられる。公共施設の
総合管理と併せ、継続的に事
務事業を進めていく。

3 (1) ⑥
ネーミングライツ（命名権）
導入の検討

伊予市施設におけるサービスの維持・向上
と、新たな財源確保を目的にネーミングライ
ツを導入する。

民間との協働により施設の愛称を付けること
により、利用者に親しまれ施設の稼働率が上
昇するとともに、市財政の自主財源の確保が
見込まれる。また多額の費用が見込まれる施
設の維持管理にかかる経費の負担軽減とな
る。

検討 → 実施 → → 財政課 54
ネーミングラ
イツ導入件数
（件）

1 1 1 検討 検討 検討 検討 未達成 E －

実績なし 指標の設定以降も各公共施設
への命名時においては、分か
りやすく公的なイメージの施
設名称が付けられたり、市民
公募など市民の意見を取り入
れる手法が多く取られてお
り、既に本市の市民にも一定
程度受け入れられている。財
源確保を目的として企業によ
るネーミングライツ制度が検
討された時期もあったが、本
市においては具体化せず、今
後も市民からの意見を取り入
れて命名を行う方が適当であ
ると考えられる。

51 実数 実数 実数 実数 実数③

市税等の納付について総合収納システムが整
備され、コンビニエンスストアでの収納が可
能となった。その効果を検証してクレジット
収納等の導入について検討する。

身近な場所で時間に捉われない納付が可能と
なることから、収納率の向上が見込まれる。

実施 → →
収納チャンネルの多様化の検
討

→ →
効果の検証
（利用率を含
めた検討）
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (1) ⑦ 地方債の利払いコストの軽減

地方債の発行に当たっては、事業内容・財政
状況等を精査した上で判断する。また、後年
度の財政負担を考慮し、有利な起債を利用す
るとともに、毎年度の新規借入額をその年度
の元金償還額以内に抑制する。

有利な起債を利用することにより、健全な財
政運営を図ることができる。 実施 → → → → 財政課 55

新規借入額－
元金償還額
（百万円）

370 520 240 0 500 506 442 138 △ 156 △ 299 A ○

大型公共施設更新のピーク年
度を過ぎ、地方債借入額が減
少傾向にある一方、合併特例
債等の元金償還額は増加傾向
にあるため、地方債残高は減
少している。
（新規借入1,322百万円-元金
償還額1,621百万円＝差引▲
299百万円）
高利率で借り入れた過去の市
債の償還も順調に進んでお
り、利払いコストは減少傾向
にある。

市財政状況が厳しさを極めた
平成29年度以降、全庁的に事
業の選択と見直しを進めた結
果、普通建設事業の平準化が
進み、地方債借入に過度に依
存する状況は脱したものと考
えている。過去に借り入れた
高利率の地方債もほぼ完済
し、新たに借り入れてきた地
方債は、地方交付税措置のあ
る有利な地方債を低利に借り
入れており、市財政への負担
は軽減されている。今後の課
題は、教育分野を中心とした
老朽施設の更新に当たって、
有利な地方債を選択すること
で、市民サービス維持と安定
財政の両立を図ることと考え
られる。

3 (1) ⑧
公園施設長寿命化計画の見直
し

市が管理する公園施設の長寿命化について
は、平成27年度から補助事業を活用し実施し
ているが、補助内示が低く、計画通りに進捗
が図られていないため、見直しを行う。管理
方法等についても検討し、適正な管理に努め
る。

優先順位・改修方法について再度検討するこ
とにより、事業費の削減が見込まれる。危険
箇所の早期発見により、安全の確保や修繕費
用の削減が見込まれる。

検討 実施 → → →
都市住
宅課

56
定期点検実施
回数（回）

2 2 4 4 6 1 1 1 1 1 B ○

平成25年度に策定した長寿命
化計画の見直しを行い、新た
に策定した。公園施設の点検
は長寿命計画策定の作業の中
で専門業者により行った。ま
た、職員による点検も適宜実
施し、安全確保に努めた。
令和３年度はしおさい公園の
スコアボード、谷上山展望台
を改修し長寿命化を進めるこ
とが出来た。

平成25年度に策定した長寿命
化計画に基づき、各施設の更
新・改修を進める事ができ
た。

3 (1) ⑨
ウェルピア伊予の各種施設改
修計画策定

施設機能の維持存続の方針が決定したため、
施設の改修及び各種設備機器の更新等の修繕
計画を立て、計画的に実施する。

施設利用者のニーズに応じ、適切に見直し・
改修を行うことで、公共施設の配置、管理運
営の適正化・利便性の向上が図られる。

検討 実施 → → →
都市住
宅課

57
指定管理収益
額（千円）

7,000 7,350 7,700 8,050 8,400 精査 6,610 237 0 0 D ×

指定管理者からの聞き取りに
より優先順位を決定。工事を
実施し、サービスの向上に努
めた。
また、新型コロナウイルス感
染症の影響により、収益の回
復には至らなかった。

令和元年度末から続く新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影
響により、収益が上がらない
状況が続いた。

3 (1) ⑩ 市営住宅の適正な管理
市営住宅の適正な管理運営のため、指定管理
者制度について、検討を行ない早期の導入を
目指す。

住宅管理のノウハウを持った指定管理者が一
括管理することにより、発注等にかかる経費
や負担軽減につながる。

検討 実施 → → →
都市住
宅課

58

指定管理者制
度導入による
事務経費の減
（％）

30 30 30 30 － － － － － D ×

募集要項、仕様書、業務分担
表を作成し、参考までに２社
から見積書を徴収した。業務
に伴う職員の負担の改善は見
られたが、施設の維持管理に
係る経費の改善を図ることが
できなかったため、指定管理
者制度の導入に至らなかっ
た。

指定管理者導入に向け、条例
改正や募集要項をまとめ、見
積まで徴収したが、コスト削
減となる経費の改善を図るこ
とが出来なかったため、指定
管理者制度の導入に至らな
かった。

3 (1) ⑪
公共土木施設の適切な維持管
理

橋梁及び舗装、法面等、道路構造物につい
て、これまでは、発生する損傷に対して、個
別・事後的に処理してきたが、今後高齢化し
た社会資本の割合が急速に増えていくことに
より、致命的な損傷が発生するリスクが飛躍
的に高まる。厳しい財政状況の中、橋梁等道
路構造物の状況を定期的に点検・診断し、異
常が認められる場合は、速やかに対策を講じ
ることによって、ライフサイクルコストの縮
減を図る「予防保全」の考え方に立った戦略
的な維持管理・更新を図る。

危険箇所の早期発見により、修繕費用を抑え
ることができる。

実施 → → → →
土木管
理課

59
定期点検実施
率（％）

72 75 80 85 91 72 75 80 85 85 C △

長寿命化修繕計画に基づき、
順次、橋梁補修及び舗装補修
を進めた。

各長寿命化計画を基に、計画
的に補修工事を実施し、引き
続き適切な維持管理に努め
る。

3 (1) ⑫ 補助金の再検証

今後、補助金制度は、自治体が政策目的を達
成する手段として、一層重要な役割を担うこ
ととなる。そのため、本市を取り巻く厳しい
財政状態の中だけに、限られた予算をいかに
有効に使い、より高い効果を上げるかについ
て、市民参画のもとで、これまで以上に知恵
を絞っていく必要性が高まっている。

健全な財政運営を行うことで、行政サービス
を安定的に提供でき、安心した市民生活と地
域の発展が図られる。

検討 実施 → →
未来づ
くり戦
略室

60
補助金総額
（千円）

189,671 189,671 189,671 170,000 170,000 － － 実施 実施 実施 B ○

補助金等審議会は３年目とな
り、補助金交付状況のブラッ
シュアップ、補助金等交付規
則及びガイドラインの見直し
を行い、より使いやすい仕組
みづくりができた。今後はこ
の規則及びガイドラインに基
づき、補助金支出の根拠を明
確にした上で、補助金交付執
行を進めることとする。

補助金の削減ありきではな
い、補助金等の取扱いに関す
るガイドラインを定めること
ができた。今後は規則に沿っ
た要綱に更新していくととも
に、本当に必要な補助金等の
交付ができるよう、公益性の
説明責任が明確にできる仕組
みづくりを進めていく。

3 (1) ⑬ 使用料・手数料等の見直し

使用料等は施設の管理経費の推移や社会情勢
の変化に伴う施設ニーズの多様化など市民と
行政の負担割合を適宜検証する必要から、原
則３年ごとに見直すこととしている。
平成29年度から免除基準の見直しを行うこと
としており、制度の定着に合わせ、使用料等
の見直しを実施する。

健全な財政運営を行うことで、行政サービス
を安定的に提供でき、安心した市民生活と地
域の発展が図られる。

見直し 検討 見直し → →
未来づ
くり戦
略室

61
使用料・手数
料等の見直し

減免
見直

し

料金
見直

し

減免
見直し

検討 見直し 見直し
（実施済）

見直し
（実施済）

B ○

昨年度と同様、新型コロナウ
イルス感染症拡大により、施
設の休止を余儀なくされた。
使用料変更に関して、目立っ
た苦情や相談はない。

使用料の見直し基準は３年ご
とに見直しを行うこととして
いる。使用料のあるべき状態
を明確にし、見直しを検討す
る。

3 (1) ⑭ 公共施設再配置計画の策定

少子高齢化社会を迎えている中で、公共施設
が提供するサービスのうち、真に必要となる
サービスを将来にわたって持続可能なものと
するために、公共施設の利用者である市民が
行政とともに、将来の公共施設のあるべき姿
を考える必要がある。
　施設の実態を把握した上で、地域課題や地
域間バランスを考慮しながら、統廃合・再利
用・有効活用の方向性等を示した新たな施設
の整備方針を定めるとともに、財政効果と将
来見通しを試算する。

住民ニーズに応じ、適切に見直し・改善を行
うことで、公共施設の配置、管理運営の適正
化が図られる。

検討 → 実施 → →
未来づ
くり戦
略室

62
公共施設再配
置計画の策定

策定 検討 検討 未実施 未実施 未実施 D ×

公共施設等再配置計画そのも
のの策定は進んでいないもの
の、昨年度策定した公共施設
個別施設計画を踏まえた公共
施設等総合管理計画の改訂を
行った。

公共施設等総合管理計画を上
位計画とし、公共施設等再配
置計画のあり方も含め検討す
る。

3 (1) ⑮
簡易水道施設料金体系の統一
化の検討

水道施設の維持管理費については受益者負担
が大原則であり、それに見合う収益を得るた
めに料金体系の統一化を図る。併せて住民に
周知を徹底し、統一化の理解を求める。

水道事業会計の独立採算の原則に基づいた料
金改定と共に、市内全域の統一化により料金
の違いによる混乱を防げる。

検討 → → → 実施 水道課 63

料金回収率
（％）＝供給
単価／給水原
価

38.0 38.5 39.0 39.5 40.0 37.9 40.4 33.6 37.0 － A ◎

上下水道運営審議会での上下
水道料金の改定審議結果を踏
まえ令和元年９月１日より、
上水道料金の改定と併せて簡
水料金を上水道家庭用に統一
化された。

令和元年９月１日より、上水
道料金の改定と併せて簡水料
金を上水道家庭用に統一化が
図られたにより、料金の違い
による問合せ等の混乱はなく
なり、改善された。
成果指標の実績は、決算後で
ないと出ないため、空欄にし
ている。
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
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　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (1) ⑯ 光熱水費等の経費節減
職員の省エネ意識を高揚させるとともに、勤
務時間外の職員滞留率を下げることにより、
光熱水費の経費節減に努める。

職員の意識改革と、事務事業の積極的な見直
しに伴う時間外勤務の削減により、光熱水費
の節減につながる。

実施 → → → → 財政課 64
総光熱水費の
削減；対前年
度比（％）

2 2 2 2 2 － － 3 △ 2 3 B ○

前年度と比較すると約３％削
減できている。（電力量比
較）

庁舎全体としては、ほぼ目標
を達成することができた。
こまめな照明の消灯等、個々
の省エネに対する意識向上を
図っていきたい。

3

3 (2) ① ノー残業デーの徹底
ノー残業デーの設定日（水・金）において
は、時間外勤務命令の出ている課を除き、定
時退庁、消灯・施錠を行う。

誰もが充実感を持って働き、家庭や地域生活
の状況に応じて、多様な生き方を選択・実現
できる社会が構築される。

実施 → → → → 全課 65
ノー残業デー
の残業ゼロ達
成率（％）

72 76 80 84 88 80.8 60.0 88.0 80.0 88.0 B ○

【主な各課意見】
・ノー残業デーについては、
外部組織との会合等で完全な
実施ができていないほか、新
型コロナウイルス感染症関連
業務により、一部ノー残業
デー実施が、困難な部署が
あった。
・時間外勤務命令を受けてい
ない日については、徹底して
定時退庁に努めたものの、業
務繁忙期にはどうしても残業
せざるを得ない場合があっ
た。
・昨年同様に残業時は所属長
へ事前に報告して行うことを
徹底し、マネージメントを行
うことで時間外における労働
時間を短縮し、各職員が健康
管理向上に努めることができ
た。

【主な各課意見】
・引き続いて継続して実施
し、職員のワークライフバラ
ンスの充実を図りたい。
・ノー残業デーの残業ゼロに
取り組んだものの、特に計画
後半は新型コロナ感染症対策
事業実施のため、時間外勤務
命令を出さざるを得なかっ
た。
・ノー残業デー時の声掛けは
できているが、徹底をしない
とだらだらと残る結果となっ
てしまう。別途実施している
庁内一斉消灯はほぼ実践でき
ており、今後はノー残業デー
への拡張を進めるなど、今の
仕組みを変更する必要がある
と思われる。

3 (2) ② 時間外勤務の削減
課内での事務応援の徹底や振替制度の活用に
より、職員の健康管理の推進と手当の削減を
図る。

誰もが充実感を持って働き、家庭や地域生活
の状況に応じて、多様な生き方を選択・実現
できる社会が構築される。

実施 → → → → 全課 66
残業時間削減
率（％）

9 6 6 6 6 45.5 31.9 32.2 -27.9 96.0 A ◎

【主な各課意見】
・通常業務においては、振替
制度の利用促進と、所属長に
よる勤務管理の徹底により、
時間外勤務の削減が図られて
いるが、新型コロナウイルス
感染症拡大により、関連する
業務量が膨大となる部署が一
部あった。
・課内での事務応援の徹底や
振替制度の活用により、職員
の健康管理の推進と手当の削
減を図った。
・新型コロナウイルス予防接
種対応のため、担当グループ
は時間外勤務が必要となっ
た。その他の職員は計画的に
業務を実施し時間外の軽減に
努めた。

【主な各課意見】
・業務の効率化をさらに進
め、時間外勤務の削減に努
め、ワークライフバランスの
充実を図る。
・業務量を時期的に分けるこ
とができればよいが、業務の
性質上、各係の繁忙期が同時
期になるので、日中に他の係
の業務の協力をした分、ただ
でさえ忙しい自分の担当業務
がどうしても時間外になって
しまう。事務効率化や課内の
協力体制の工夫で時間外勤務
の削減に努めてはいるが、あ
る程度の時間外は必然とな
る。振休も消化できないまま
の職員もおり、課内だけでな
く全庁的な解決策が必要と感
じる。

3 (2) ③ 会議ルールの見直し
現在の会議ルールを検証し、適正な会議回
数、会議時間の短縮、会議手法等の変更を行
う。

効率的な運用により、長時間会議による経常
業務への影響、超過勤務等の発生、会議場所
の不足を軽減する。

検討 実施 総務課 67
会議ルールの
見直し

見直し 検討 実施 実施 実施 実施 B ○

状況に応じて一部WEBを利用
した開催方式を取り入れ、会
議の効率化を図った。

会議ルールの見直しを行い、
ペーパレス化やWEB会議開催
など効率的な運営への転換を
図ることができた。

3 (2) ④ 説明会・研修成果の共有化

事務に直接関係のある説明会・研修会の参加
に当たっては、その内容を適切な方法により
課内周知、共有を図り、課内の知識向上を図
る。

研修の効果的な運用と、成果を発表すること
により、理解度が深まり、研修効果を高める
ことができる。

実施 → → → → 全課 68

説明会・研修
成果の見える
化（庁内実施
率）（％）

80 85 90 95 100 84.6 88.0 88.0 84.0 92.0 C △

【主な各課意見】
・課内及び担当内でのOJT等
により情報共有が適宜図られ
ている。また、初任者研修に
おいて講師として情報や成果
を伝達するとともに復習の機
会となっている。
・研修受講の資料やメモを基
に報告書等を作成し課内や関
係課で供覧することについて
は定着しており、情報の共有
と能力向上が徐々に図られて
いると認識している。
・新型コロナウイルス感染症
対策としてWEB会議が一般的
になり、対面ではなかなか参
加できない協議が日常茶飯事
に行える一方、打ち合わせが
過密になり、全ての情報共有
が難しくなっている。

【主な各課意見】
・コロナ収束後でも内容に
よってはｗｅb開催・書面開
催となる説明会等が多くなる
と思われるため、課内への周
知・共有の適切な方法を構築
していく必要があると思われ
る。
・研修資料を供覧するのみ
で、実質的な成果を検証する
ことができなかった。今後
は、外部研修を受講した職員
を講師として職場内研修を実
施することで研修成果の共有
を図り、取組が確実にできる
ようにしたい。
・研修資料の回覧のみでは全
ての内容が伝わらないため、
時間があれば課内での意見交
換も必要と思われる。

3 (2) ⑤ 文書管理の徹底

適切な保存年限の設定による文書管理を行
い、年限を越えた文書は適正に処分する。併
せて保存する文書のファイルメーターの削減
に努め、保管場所のスリム化に努める。

文書管理を徹底することにより、事務の効率
化を図ることができ、円滑なサービス提供を
行うことができる。

実施 → → → → 全課 69
保存年限を越
えた文書の処
分率（％）

80 85 90 93 97 88.5 88.0 92.0 92.0 88.0 C △

【主な各課意見】
・各課の文書管理状況につい
て現地調査、聞き取りを実施
し、継続して適切な文書管理
ができるよう、文書取扱主任
研修を実施した。
・文書取扱主任を中心に、適
切に廃棄文書の処分を実施
し、適正な文書管理に努め
た。
・文書分類の適正化を図り、
ファイリングの徹底を図るな
ど、一定の推進が図られたと
考えている。しかし、保存年
限の見直しと保存年限経過分
の文書の廃棄、永年保存文書
の整理は、まだ取りかかれて
いない。

【主な各課意見】
・文書管理に関する調査や研
修をとおして適切な文書管理
について一定の効果が見られ
た。
・文書管理については、一定
のルールに基づき処理ができ
ている。文書保存のみなら
ず、今後はホームページデー
タも含めた電子保存データに
ついても協議する必要があ
る。
・保存年限を過ぎた書類につ
いてはおおむね処分し、保管
場所のスリム化ができた。ま
た、一部においてはエクセル
で一覧化し、検索が可能に
なったことから、文書を探す
時間を大幅に短縮することが
可能となった。

（２）事業基盤の強化
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (2) ⑥ 業務量の点検・削減
マニュアル等の整備、業務フローの見直しや
業務のスリム化など徹底した処理効率化の推
進を行い、業務量の削減を行う。

業務量調査により、各部署の業務量を的確に
把握することができる。業務量の無駄を見直
すことにより、業務量の削減、合理的・効率
的な職員配置が可能になる。

実施 → → → → 全課 70
マニュアルの
整備率（％）

55 65 75 85 95 57.7 44.0 60.0 68.0 68.0 D ×

【主な各課意見】
・継続して文書番号別にデー
タを整理することで、担当者
が変更されても容易に文書が
発見でき、時間短縮につな
がっている。また、全ての文
書を庶務担当が収受すること
で、未処理の調査等が格段に
減っているだけでなく、他の
職員が業務に専念でき、業務
がスムーズに進むようになっ
ている。
・新型コロナウイルス感染症
拡大を考慮し、積極的に対応
マニュアル作成に取り組ん
だ。
・事務引継ぎ書等に日常業務
を行うだけの手順的なものは
作成されている。業務量の調
査を行い、フローの見直しや
業務のスリム化など、業務の
無駄を見直すまでには至らな
かった。

【主な各課意見】
・作成したマニュアルをより
明確にし、必要な業務の安定
継続に向けて更に促進した
い。
・業務マニュアルの更新は適
宜実施しているが、業務の見
直しが進んでおらず徹底した
処理効率化向上に繋がらな
かった。
・マニュアルの整備率という
面では進んでいないものの、
業務の整理については一定で
きていると感じられる。不必
要な業務については、洗い出
し、削減を続けるべきであ
る。

3 (2) ⑦-1
幼児期の学校教育・保育の充
実（認定こども園の整備）

幼稚園が整備されていない地域を優先的に、
認定こども園への移行を図る。

効率的な保育所運営の推進と総合的な子育て
支援の充実を図ることができる。 検討 → 実施 → →

子育て
支援課

71
認定こども園
への移行
（園）

2 1 2 － 2 2 2 A ◎

伊予市公立保育所の適正規模
及び民営化基本方針が一段落
したことから、来年度以降の
方針を協議した。

伊予市公立保育所の適正規模
及び民営化基本方針により、
ある程度、民営化や認定こど
も園の開設が実現した。
令和４年度に伊予市公立保育
所の適正規模及び民営化基本
方針を見直し、伊予市公立保
育所・認定こども園の運営基
本方針を策定した。この方針
に基づき、今後も少子化や地
域の実情を見ながら認定こど
も園化を図っていきたい。

3 (2) ⑦-2
幼児期の学校教育・保育の充
実（保育所の民営化）

保育所の運営費について、国・県から負担を
受けることができるよう公立保育所の民営化
を進めていく。

効率的な保育所運営の推進と総合的な子育て
支援の充実を図ることができる。 検討 → 実施 → →

子育て
支援課

72
保育所の民営
化（園）

2 検討 － 2 2 2 A ◎

伊予市公立保育所の適正規模
及び民営化基本方針が一段落
したことから、来年度以降の
方針を協議した。

伊予市公立保育所の適正規模
及び民営化基本方針により、
ある程度、民営化や認定こど
も園の開設が実現した。
令和４年度に伊予市公立保育
所の適正規模及び民営化基本
方針を見直し、伊予市公立保
育所・認定こども園の運営基
本方針を策定した。この方針
に基づき、今後も少子化や地
域の実情を見ながら認定こど
も園化を図っていきたい。

3 (2) ⑦-3
幼児期の学校教育・保育の充
実
（預かり保育の実施）

共働きの増加等保育ニーズの多様化にも対応
するため、幼稚園が行う教育活動の一環とし
て、通常の教育時間の前後や、土曜・日曜・
長期休業期間中等に実施する預かり保育につ
いて県内他市の実施状況調査、先進地視察、
課内会議等で検討する。

効率的な保育所運営の推進と総合的な子育て
支援の充実を図ることができる。 実施 → → → →

学校教
育課

73

市立幼稚園の
預かり保育限
度人数（人・
１園・1日）

35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 A ◎

現状定員35人（１園当たり）
の預かり保育の実施におい
て、希望者が定員内で推移し
ており円滑に実施できてい
る。

現状定員35人（１園当たり）
の預かり保育の実施におい
て、希望者が定員内で推移し
ており円滑に実施できてい
る。

3 (2) 関係課 0 70 73 88 100 50 90 66 80 80 C △

評価公表を行った課の割合を
算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2)
子育て
支援課

100 100 100 100 検討 検討 検討 検討 検討 C △

児童館「あすなろ」及び児童
センター「みんくる」の運営
委員会を開催し、運営業務に
ついて指定管理者から説明を
受け、保護者等を含む関係者
で協議を行った。

毎月指定管理者から提出して
もらう前月の利用状況や翌月
のイベント計画を確認するこ
とで、施設利用者の様子を知
ることができている。
また、年に１回、県の指導監
査もあり、改善すべき点は指
摘してもらい、適正な運営を
しているか確認している。

3 (2)

各指定管理施設について、施設の利用・維持
管理状況並びに課題点を把握し、期間満了と
なる令和２年３月末までに改善項目等を明確
にし、次回の基本協定の見直しに反映させ、
施設の活用を推進する。

長寿介
護課

100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

各指定管理施設について、適
宜、施設の利用・維持管理状
況を確認している。

高齢者福祉施設再編方針によ
り、令和２年度より生きがい
活動センター３施設、ふれあ
い館３施設、老人憩の家１施
設を各指定管理施設として運
営している。月次報告により
各施設の利用状況等について
確認しており、適正かつ効率
的な運用が行われている。

3 (2)
農林水
産課

100 100 80 80 80 80 80 C △

各施設管理者と今後の利用等
に係る事前協議を実施、意向
把握に努めた。

施設の利用状況等について
は、施設調書において管理し
ており、評価表までは作成で
きなかった。

3 (2)
農業振
興課

100 100 90 － 90 100 C △

今後の用途廃止（予定）施設
の活用等について、方向性を
決定した。

今後、段階的に譲渡を含めた
縮小を検討していく方針に至
る。

3 (2) 検討 実施 → →
経済雇
用戦略
課

10 20 55 100 未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 F －

先進自治体の状況を確認する
など、情報の収集に努めてい
るが、具体的な検討には至っ
ていない。

計画当初からの懸念事項で
あったものの、具体化ができ
なかった。

評価公表の施
設数/対象施設
×100（％）

→

74⑧ 指定管理者の評価

各指定管理施設について、年度毎に「施設管
理評価表」を作成し、施設の利用・維持管理
状況並びに課題点を把握するとともに、次年
度における対応・改善項目を明確にする。
外部評価の位置づけで、利用者（児童・保護
者）にアンケート調査を実施し、調査結果を
評価に反映させる。

検討 実施 → → →

指定管理者制度の適正かつ効率的な運用が見
込まれる。

各指定管理施設について、年度毎に「施設管
理評価表」を作成し、施設の利用・維持管理
状況並びに課題点を把握するとともに、次年
度における対応・改善項目を明確にする。

検討 → → 実施
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (2) 関係課 2 2 5 6 1 1 6 2 9 A ◎

指定管理契約内容の見直し数
の合計を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2)
子育て
支援課

2 2 2 2 検討 検討 検討 検討 検討 A ○

児童センター「みんくる」に
おいては、指定管理者の努力
によりサービスが向上し、来
館者が大幅に増えている。特
に、親と同伴で利用する児童
の割合が高く、自分で来館で
きる児童の利用が多い児童館
「あすなろ」とのすみ分けが
進んでいる。

指定管理期間終了時には次年
度からのプロポーザル実施を
行い、選定すべき事業者であ
るか確認している。

3 (2)
農林水
産課

3 4 1 1 1 2 3 C △

コスト縮減が図られている
か、委託料の精査を実施した
上で、指定管理者選定委員会
を開催し、１施設の指定管理
者を選定した。

一部の施設については、指定
管理施設の譲渡を見据え、適
化法が終了する年度末までの
指定管理期間とした。（穀類
乾燥調製施設）より効果的・
効率的な経営を推進するた
め、施設の譲渡等について検
討を行う。

3 (2)
農業振
興課

3 4 5 0 6 B ○

今後の用途廃止（予定）施設
の活用等について、方向性を
決定した。

今後、段階的に譲渡を含めた
縮小を検討していく方針に至
る。

3 (2) 関係課 2 4 4 6 6 2 2 2 4 5 C △

指定管理契約の見直し数の合
計を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2)
農林水
産課

1 2 2 3 3 1 1 1 2 3 B ○

コスト縮減が図られている
か、委託料の精査を実施した
うえで、指定管理者選定委員
会を開催し、１施設の指定管
理者を選定した。

委託料については、金額の精
査を実施したうえで、指定管
理者選定委員会を開催した。
なお、一部の施設について
は、より効果的・効率的な経
営を推進するため、施設の譲
渡等について検討を行う。

3 (2)

経済雇
用戦略
課

1 2 2 3 3 1 1 1 2 2 C △

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で指定管理者の自主
事業による収益が大幅に減少
したこと、衛生関連予算が増
加したことなどにより指定管
理料の据え置き又は増加が必
要となった。

新型コロナウイルス感染症の
影響による指定管理者だけの
責とはいいがたい自主事業収
入の減少や、原油価格高騰に
係る維持管理費の増加など、
不確定要素に対応する方針が
明確になっておらず、指定管
理者と協議しながら手探りで
の対応となった。

3 (2)

行政が取り組むべき行事と諸団体で実施する
行事・イベントの区別化を行うとともに、イ
ベント事業の効果向上と地域活性化を図るた
め常に改善していく。自主防災組織が実施す
る防災訓練・講習等を主催者の統合による広
域化や内容の充実を誘導する。行政が取り組
む訓練・講習等を職員の意識及び知識の向上
に結びつけるよう改善を進める。

実施 → → → →
危機管
理課

77
市民満足度
（％）

30 50 70 90 88.2 85.0 88.9 70.0 － D ×

今年度は新型コロナウイルス
感染症拡大防止対策として開
催していない。

令和３年度は新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため、実
施を見合わせたが、他の年は
市又は県総合防災訓練を実施
し、一定の評価をいただくこ
とができた。

3 (2) 検討 実施 → → → 福祉課 78
事業経費削減
率（％）

2 2 2 2 2 22.1 6.2 0.4 － － C △

コロナ禍によりほとんどのイ
ベントが中止となる中、経費
のかからない障がい者アート
展、北朝鮮人権侵害週間パネ
ル展（伊予・中山・双海各庁
舎）を実施し、効果的なイベ
ント実施が行われた。

コロナ禍により、計画してい
た行事の大半を中止にせざる
を得なかった。今後は、開催
方法、内容を精査し、開催で
きる方法を模索し、開催に努
める。

3 (2) 検討 → → → → 関係課 1 2 3 4 0 0 1 1 1 C △

統廃合するイベント数の合計
を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2) 検討 実施 → → →
子育て
支援課

0 0 0 0 0 検討 検討 目標達成 目標達成 目標達成 B ○

統廃合すべきイベントは現状
ではない。

現在は行政が行っているイベ
ントはないが、少子化対策と
してできるイベントがあれば
検討していきたい。

3 (2) 検討 → → → →
経済雇
用戦略
課

1 2 3 － － － － － D △

新型コロナウイルス感染症の
影響により観光協会や実行委
員会が主催するイベントのほ
とんどが中止となったことか
ら、イベント事業の効果向上
を図ることはできなかった。

計画後半は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により観光
協会や実行委員会が主催する
イベントのほとんどが中止と
なり、イベント事業の効果向
上を図ることはできなかっ
た。

3 (2)

現状の活動と合わせて、より安全で安心な水
道水を安定的に供給することをアピールする
ため、広報誌、ホームページ、チラシの配
布、広報車による広報活動に取り組む。

検討 実施 → → → 水道課 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 B ○

統廃合すべきイベントは解消
されている。ホームページの
「水道」ページのレイアウト
の見直しや、新着情報への適
時掲載、窓口で配布できるパ
ンフレットの作成・配布を通
じ、水道の適正利用やトラブ
ル解消方法の周知など、一定
の広報活動の推進が図られ
た。

広報紙やホームページのレイ
アウトの見直しや、新着情報
への適時掲載、窓口で配布で
きるパンフレットの作成・配
布を通じ、水道の適正利用や
トラブル解消方法の周知な
ど、一定の広報活動の推進が
図られた。

⑪ 各種イベントの見直し

行政が取り組むべき行事と諸団体で実施する
行事・イベントの区別化を行うとともに、イ
ベント事業の効果向上と地域活性化を図るた
め常に改善していく。 十分な成果や効果的・効率的な運営が行われ

ているか検証することにより、改善を図るこ
とができる。

⑨
指定管理契約・協定内容の見
直し

統廃合するイ
ベント数

76
指定管理者契
約の見直し累
計数（件）

79

⑩ 施設管理委託料の適正化

コスト縮減が適切に図られているか、委託料
の精査を実施し、費用の縮減、複数年契約の
検討を行い、その結果を委託会社選択に反映
させる。

住民ニーズに応じ、適切に見直し・改善を行
うことで、公共施設の配置、管理運営の適正
化が図られる。

検討 実施 → → →

指定管理者の指定期間の終了に合わせ、指定
管理者制度の導入の必要性を含めた見直しを
行い、次期の施設管理選定等に反映させる。

指定管理者制度の適切な見直し・改善を行う
ことで、より適正な公共施設の配置、管理運
営が図られる。

検討 実施 → → →

指定管理者契
約内容の見直
し累計数
（件）

75
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (2) ⑪ 各種イベントの見直し

行政が取り組むべき行事と諸団体で実施する
行事・イベントの区別化を行うとともに、イ
ベント事業の効果向上と地域活性化を図るた
め常に改善していく。

十分な成果や効果的・効率的な運営が行われ
ているか検証することにより、改善を図るこ
とができる。

検討 → → → →
社会教
育課

80
事業の効率的
な運営検証
（数値なし）

－ － － － － － － － － － B ○

当初予算編成時及び年間事業
計画時には事業の目的と効果
について十分検討した上で、
実施事業を選択した。
事業実施後、効果など事後評
価を行い、次年度以降に必要
性について検討を行った。

各種イベントの必要性につい
て再確認するとともに、必要
性について検討を行い、一部
については見直しを行った。

3 (2)
申請書類の記載必要事項を見直し、簡素化す
ることで申請者の便宜を図る。 実施 → → → → 関係課 2 14 14 16 19 14 14 10 160

申請書の見直し数の合計を算
定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2)

罹災証明、自動体外式除細動器貸出申請の記
載必要事項を見直し、必要に応じて簡素化す
ることで申請者の便宜を図る。

実施 → → → →
危機管
理課

2 3 4 5 3 3 0 5以上 1 C △

国・県の様式変更に伴い、罹
災証明書の様式を見直した。

押印廃止により、事務の合理
化はかなり進んだと感じてい
る。

3 (2)
検討
実施

→ → → → 福祉課 1 1 1 1 － － － 1 1 B ○

前年度に行った国の押印見直
しに伴う各種様式の変更によ
り、引き続き市民サービスの
簡素化が図られた。

申請書の簡素化により、申請
時の事務負担軽減が図られ市
民サービスの向上につなげる
ことができた。

3 (2) 検討 実施 → → →
子育て
支援課

1 1 1 1 1 1 検討 1 1 1 B ○

各種申請について、押印を廃
止するなど可能な範囲で簡素
化を行った。

国や県で申請書等の標準化を
進めており、伊予市もそれに
併せてできる限り統一してい
きたい。

3 (2)
総合証明システム導入に向け、申請書類の見
直しを行う。

随時
対応

→ → → → 市民課 5 5 5 5 5 3 4 全申請書 20 A ◎

規則等の改正に伴う申請書等
の改正について、適正に務め
た。

業務遂行の中で常に様式を見
直し必要に応じて改善してい
くよう努める。

3 (2)
申請書類の記載必要事項を見直し、簡素化す
ることで申請者の便宜を図る。

健康増
進課

5 5 5 5 5 5 3 47 5 B ○

新たな業務の申請書類につい
て簡素化し、事務処理の効率
化を図った。

事務処理の簡素化を図るた
め、今後も見直しが必要であ
る。

3 (2)
総合窓口設置に伴い申請書の様式を見直し簡
素化を図る。

税務課 － 2 2 75 75 B ○

「証明交付・閲覧申請書」に
ついて、コロナ関連補助金申
請者の対応に伴う完納証明書
の使用目的欄の見直しを図っ
た。
昨年度に引続き、押印見直し
による各種申請書の改正漏れ
がないか等、全体的な確認・
見直しを行った。

窓口に来た申請者が記入する
にあたり分かりやすい申請書
となるよう、適宜様式の見直
しを行った。今後も法改正に
伴うもの等、必要に応じて適
宜見直すとともに分かりやす
い様式となるよう努める。

3 (2)

各種申請書類への記載必要事項を水道使用者
（お客様目線）で見直し、簡素化することで
申請者の便宜を図る。（地下漏水・指定給水
装置工事事業者・特設配水管布設工事・飲用
井戸整備事業・小口径管更新工事等）

水道課 1 3 0 0 0 25 50 A ◎

水道の開始・休止等の届出書
に関しては、インターネット
回線を活用した開始・休止の
届出の運用について検証し様
式変更と併せて次年度より実
施する予定である。

押印見直しによる各種申請書
の記載事項の簡素化を図った
り、水道の開始・休止等の届
出書に関しては、インター
ネット回線を活用した開始・
休止の届出の運用について検
証し、様式変更と併せて次年
度より実施する予定とし、市
民サービスの向上につなげる
ことができた。

3 (2)

伊予市デマンドタクシー「スマイル号」利用
登録申請書については、高齢者でも記入しや
すい様式に変更する。

経済雇
用戦略
課

1 1 － 1 － 1 － B ○

昨年度の見直し・改善に基づ
き、適切な対応に努めた。

当初の状況と比較し、記入に
関し可能な範囲でのサービス
向上が図れた。

3 (2) 関係課 30 30 30 30 30 30.0 27.8 28.2 28.3 29.0 B ○
女性の登用率の平均を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2) 総務課 30 30 31 31 31 27.9 24.1 22.8 24.9 25.0 C △

審議会等の設置及び運営に関
する指針により、一定の基準
を設け、地域の実情や背景等
に配慮しながら委員選任を実
施している。

今後も新たな人材の発掘など
を進めたい。

3 (2)
危機管
理課

5 5 5 5 10 9.5 9.5 9.5 10.5 10.5 B ○

審議会等の女性人数について
は変更ない。
各自主防災会には女性の防災
士も増やしていくよう周知
し、少しずつではあるが、増
加してきている。

防災会議の女性委員について
は成果指標を超えている。
防災士受検者も女性が増えて
きており、男女共同参画が進
みつつある。

3 (2)

未来づ
くり戦
略室

15 15 15 15 15 33.0 33.0 27.7 20.8 36.4 A ◎

新たな委員構成となった行政
評価委員会が２人／６人、補
助金等審議会２人／５人と女
性委員の参画が顕著であっ
た。

結果として成果指標を上回る
数値となったが、委員会・審
議会の内容に左右される。女
性の参画を意識した委員会構
成や女性が参画しやすい募集
方法を今後も模索する必要が
ある。

3 (2) 福祉課 30 30 30 30 30 30.9 32.7 32.7 33.3 32.9 B ○

今年度は、地域福祉計画審議
会の改選期であり、現行の女
性委員数を登用した。

当課で開催している審議会・
協議会については、構成員の
多くを各種団体から推薦いた
だいており、依然として委員
に就任する団体長等が男性で
ある比率が高い状況である。
一定数の女性委員は登用され
ているが、今後も男女共同参
加鵜の観点から積極的な女性
登用を推進したい。

82
女性の登用率
（％）

男女が同じ立場で、社会のあらゆる分野に参
画する機会が確保され、男女共同参画社会が
実現される。性差による配慮が施策に反映で
きる。

⑬
審議会等における女性の登用
率向上

実施 → → → →

審議会等の会議において、女性を積極的に登
用し参画を促進する。

審議会等の構成を見直すなど、女性を積極的
に登用し参画を促進する。

⑫ 各種申請書類の見直し

申請書の簡素化により、申請時の負担軽減が
図られ、市民サービスの向上につながる。ま
た様式の統一化により、事務処理の合理化が
促進される。

申請書類の記載必要事項を見直し、簡素化す
ることで申請者の便宜を図る。
また記入欄の広さを適切なものに改善する。

81

検討 実施 → → →

実施 → → → →

申請書類見直
し数
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (2)
審議会等の会議において、女性を積極的に登
用し参画を促進する。

子育て
支援課

50 50 50 50 50 45.0 45.0 55.0 57.0 57.0 A ◎

子ども・子育て会議は、委員
20名中、女性委員が12名で
60％を占めており、目標達成
ができている。

現在のところ、審議会が子ど
も・子育て会議のみである
が、今後も女性の登用率向上
に努めていく。

3 (2)

当課の審議会、協議会委員については、各種
団体から推薦された者を委員に委嘱してい
る。各種団体からの推薦者は施設の施設長
等、責任者であるため男性が多く、女性委員
の30％登用は困難な状況にある。
可能な範囲で女性の登用を推進していく。

長寿介
護課

10 10 10 10 10 18.8 10.7 6.6 9.0 9.1 C △

委員の公募を行っているが、
審議会、協議会委員について
は、各種団体から推薦された
者を委員に委嘱しており、各
種団体からの推薦者は施設の
施設長等で男性が多い現状。

当課で開催している審議会・
協議会については、構成員の
多くを各種団体から推薦いた
だいており、依然として委員
に就任する団体長等が男性で
ある比率が高い状況である。
一定数の女性委員は登用され
ているが、今後も男女共同参
加鵜の観点から積極的な女性
登用を推進したい。

3 (2)
審議会等の会議において、女性を積極的に登
用し参画を促進する。

健康増
進課

30 30 30 30 30 26.0 30.0 35.0 36.0 30.0 B ○

審議会等の委員の登用の際に
は、積極的に女性の登用に心
がけ実施することができた。

審議会だけではなく、あらゆ
る場面で男女が同じ立場で公
平に市政に参加できるよう実
施していきたい。

3 (2)

審議会等の会議において、女性を積極的に登
用し参画を促進する。（上下水道事業運営審
議会）

水道課 20 20 20 20 20 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 B ○

平成30年度、開催した上下水
道事業運営審議会の女性登用
の割合は、10人中２名が女性
であり、目標を達成してい
る。

上下水道事業運営審議会で
は、女性登用の割合は、10人
中２名が女性であり、目標を
達成している。今後実施され
る審議会においても男女共同
参画の観点から積極的な女性
登用を推進したい。

3 (2)

監査委
員事務
局

50 50 50 50 50 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 D ×

監査委員事務局で人事につい
て登用できるものがない。

法的に各行政委員の任命の権
限は事務局には無いため、議
会又は市長部局へ女性の登用
をお願いしている状況であ
る。

3 (2)
学校教
育課

50 50 50 50 50 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 A ◎

教育委員会の委員において、
５人中３人が女性の登用と
なっており、伊予市男女共同
参画基本計画において審議会
等への女性の登用促進に掲げ
る女性登用率30％を大幅に超
えている。

教育委員会の委員において、
継続して女性を積極的に登用
し、男女共同参画社会の実現
に寄与した。

3 (2)
第2次総合計画では令和７年度目標35％と
なっており、これに合わせる。

社会教
育課

35 35 35 35 35 33.0 33.0 33.0 31.7 30.5 C △

社会教育委員・公民館運営審
議会委員・スポーツ推進委
員・図書館協議会委員・文化
財保護審議会委員・遺跡詳細
分布調査委員会委員・家庭教
育・子育てサポートグループ
の登用状況から算出した。
当て職枠がある場合は、男性
登用率が高くなる傾向にあ
る。

審議会等の内容により、困難
な場合もあるが、更なる人材
発掘に努めたい。

3 (2)

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

実施 → → → → 関係課 70 75 85 90 90 90 70 70 80 90 B ○

庁内システムを活用した情報
の共有化率75％を超えた課の
割合を算定
以下に分割記述

以下に分割記述

3 (2)

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。危機管理担当外の職員
にも防災関連機器の操作に習熟させる。

実施 → → → →
危機管
理課

50 60 70 80 90 95 95 95 95 95 A ◎

平成29年度より全ての公文書
を文書管理システム上で収受
処理することで検索を容易に
した。共有ドライブに全ての
データを分類・保管すること
を推進し、ほとんどのファイ
ルを共有化した。（正確な
ファイル数が特定できないた
め、共有化率は推測のもの）

平成29年度より全ての公文書
を文書管理システム上で収受
処理することで、職員相互共
有が進んだ。
担当外の文書も探しやすくな
り、担当以外のものについ
て、資料を探したり、回答す
ることが比較的
簡単にできるようになった。

3 (2)

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。市民の窓口及び電話対
応で、基本情報にかかることについては即対
応をできるように定期的に指導を行うととも
に、１職員が対応・継続している業務につい
ては連携を密にし、市民に負担をかけないよ
うにする。

検討 実施 → → →
子育て
支援課

100 100 100 100 100 80 80 90 90 90 C △

ポータルシステムを使用し情
報共有に努めている。窓口対
応については、担当グループ
で必要な情報共有に努めた。
窓口の対応は、各種申請等、
複数の職員で対応ができるよ
うにした。

業務によっては、課員全員で
共有できないものもあるが、
通常の窓口業務については、
マニュアルの作成や引き継ぎ
書などを活用して、窓口での
対応時間の短縮に努めた。

3 (2)

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

実施 → → → →
健康増
進課

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

マニュアルの作成及び課内で
共有ファイルを作成し、情報
の共有化を図り、担当者不在
時でも住民サービスが低下し
ないように努めた。

課内、グループ内で業務の共
有を図り、適切な住民サービ
スに努めた。

⑬ 82
女性の登用率
（％）

実施 → → → →

男女が同じ立場で、社会のあらゆる分野に参
画する機会が確保され、男女共同参画社会が
実現される。性差による配慮が施策に反映で
きる。

審議会等における女性の登用
率向上

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

⑭
業務に関する基本情報の共有
化

83

庁内システム
を活用した情
報の共有化率
（％）

審議会等の会議において、女性を積極的に登
用し参画を促進する。
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (2)
随時
対応

→ → → → 市民課 70 75 85 90 90 70 75 85 100 100 A ◎

職員ポータルシステム及び共
有フォルダの活用により情報
共有に努めた。

職員ポータルシステムの活用
により円滑な情報共有ができ
るようになった。但し、共有
フォルダについては、ファイ
ルを見つけることが難しいの
で、フォルダやファイルの命
名規則を統一するなど、工夫
が必要である。

3 (2) 税務課 70 75 85 90 90 70 80 85 75 75 C △

昨年度に引続いて、滞納整理
支援システムの交渉記録機能
を活用した、個々の詳細な記
録の徹底による課内での情報
共有の強化に加え、基幹系シ
ステムにおける交渉記録の活
用により関係各課との情報の
共有化を図った。その他各課
との個人情報の共有化にあっ
ても、必要最低限の情報のみ
の提供とするなど、厳重な管
理を徹底した。

滞納整理支援システムの交渉
記録機能を活用し、個々の詳
細な記録の徹底による課内で
の情報共有の強化に加え、基
幹系システムにおける交渉記
録の活用により関係各課との
情報の共有化を図ってきた。
その他各課との個人情報の共
有化にあっても、必要最低限
の情報のみの提供とするな
ど、厳重な管理を徹底してき
たが、個人情報の厳重な取扱
いについては今後ますます課
内全員が共通して認識してお
かなければならないものであ
る。

3 (2)
所管業務に関する基本情報の共有化により担
当者不在時のサービス向上を図る。

都市住
宅課

60 60 80 80 80 50 60 70 80 80 B ○

共有フォルダーの利活用によ
る、ワード、エクセルでの作
成資料については、概ね共有
が出来ている。

基本情報の共有化は概ねでき
ている。

3 (2)

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

環境保
全課

70 75 85 90 90 70 75 80 85 90 B ○

パソコンの共有フォルダの活
用がほぼ図られている。

計画どおり実行できている。

3 (2)

「ポータル」による「スケジュール」や「仕
事管理」を有効に活用して情報共有を推進す
る。

会計課 70 75 85 90 90 70 70 70 70 90 B ○

ポータルによる「スケジュー
ル」の共有化ができ、課員に
周知が必要と思われるメール
については転送を行い、情報
提供に努めることができた。

ポータルによる「スケジュー
ル」管理により情報の共有化
を推進できた。

3 (2)

監査委
員事務
局

80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 B ○

局内での共有フォルダ内の一
定の整備により、情報の共有
化をより進めた。

局内での共有フォルダ内の整
備により、共有部分をより分
かり易くする整備ができた。
選挙については毎年あるもの
ではないので、実施年度にお
いて求められる課題に対して
今後より精査していくことが
必要となる。

3 (2) 検討 実施 → → →
学校教
育課

60 70 80 100 100 70 70 70 70 70 C △

課内文書、調査、予算等は、
当該年度の共通フォルダで管
理し、課員全員が情報共有で
きるようにしている。また、
資料等の回覧、共通フォルダ
の活用、事前のミーティング
等により情報の共有化が図ら
れている。
一方、各担当業務のフォルダ
の管理は統一できずにいる。

課内文書、調査、予算等は、
当該年度の共通フォルダで管
理をし、課員全員が情報共有
できるようにしている。ま
た、資料等の回覧、共通フォ
ルダの活用、事前のミーティ
ング等により情報の共有化が
図られている。

3

3 (3) ① 電子入札の導入
入札事務処理のＩＴ化を推進することによ
り、書類作成事務の効率化、迅速化が図れ
る。

設計図書の閲覧方法を電子化するなど事務事
業の積極的な見直しを行うことにより、行政
サービスの向上が図られる。

検討 実施 → → → 財政課 84
電子入札の導
入件数（件）

50 100 150 200 検討 32 152 156 112 B ○

令和２年度より全ての建設工
事及び建設コンサルタント業
務の入札を電子入札へ移行し
た。

電子入札の導入により、業務
の効率化、迅速化が図れ、ま
た行政サービスの向上も図る
ことができた。

3 (3) ②
男女共同参画基本計画の進捗
管理

基本計画をもとに実施されている様々な事
業、取組について、進捗状況の管理、効果・
有効性等の検証・見直しを行う。

基本計画で示された方針について、実施計画
でより具体的な目標設定することにより、事
業の進捗、効果等を適正管理することがで
き、事務の効率化及びサービスの向上を図る
ことができる。

実施 → → → 総務課 85
実施計画の策
定及び進捗管
理

策定
進捗
管理

策定 策定 進捗管理 進捗管理 進捗管理 B ○

第２次男女共同参画基本計画
の進捗状況調査を実施し、同
計画の中間改定、後期実施計
画を策定した。

各課への進捗状況調査から分
析、見通しについて検証し、
適切な進捗管理を図った。

3 (3) ③
男女共同参画講座、学習会の
開催

家庭内での意識改革を促すため、男女共同参
画に関する講座や学習会等の開催による学習
機会の提供に努める。

様々な立場や機会を捉え、意識啓発を行うこ
とで、男女共同参画社会の意識の浸透が図ら
れる。

実施 → → → → 総務課 86
講座等の受講
者数（人）

100 110 120 130 140 42 42 36 20 0 D ×

男女共同参画講座を企画・案
内したが、新型コロナウイル
ス感染症拡大から開催中止と
なった。

男女共同参画に関する意識の
醸成を図ることができず、参
加人数が少なかった。今後は
広報紙での意識啓発に努め、
広く一般市民が参加できる研
修会の開催を検討する。

3 (3) ④ 災害時応援協定の拡充

災害発生時の応急対策業務の遂行に向けた民
間業者からの協力を担保するため、関係企業
等との間での応援協力に関する協定の締結を
進める。物資の流通関係及びライフライン復
旧関係の事業者・団体との協定を優先的に充
実させた後、適宜必要な協定締結を進める。
遠隔地や近隣自治体との相互応援協定の締結
に向けた研究・交渉を進める。

行政と市民が一体となって取り組むことで、
防災意識の高揚、行動力の向上が図られ、災
害に強いまちづくりができる。

実施 → → → →
危機管
理課

87
協定の充足度
（％）

60 70 80 90 100 95.1 95.1 95.1 100 100 B ○

成果指標は達成しているが、
新たな協定については締結し
ていない。
業者からの協定締結の打診な
どもあり、早めに協定締結に
ついて検討していく。

協定締結は徐々に進んでい
る。実効性のある協定にする
ため、尽力していく。

3 (3) ⑤ 災害時市業務継続計画の策定

市の業務の内、発災時に優先的に実施すべき
優先業務をあらかじめ特定し、業務の執行体
制や対応手順、継続に必要な資源の確保等を
定める。
愛媛県地域防災力研究連携促進協議会自治体
業務継続計画研究会の検討成果又は独自の検
討成果を基に庁内議論を経て策定する。

災害発生の状況下の人的・物的制約を受ける
中で一定の業務を的確に遂行できる。 策定

危機管
理課

88
策定した計画
に基づく進捗
率（％）

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

令和３年６月に伊予市受援計
画を策定した。

伊予市業務継続計画に続き、
伊予市受援計画も策定した。
実効性のある計画となるよう
尽力して行きたい。

3 (3) ⑥
自動交付機による証明書等の
交付

自動交付機による税関係証明書の発行を行
い、市民の利便性の向上を図る。
マイナンバー制度開始による証明書発行件数
の変動を調査するとともに、税証明書を自動
交付機で交付する場合のメリット・デメリッ
トを検討する必要がある。

生活に直結した住民サービスの向上により、
便利で安心して暮らせるまちづくりが行われ
る。

検討 → 実施 → → 税務課 89

自動交付機に
よる証明書等
発行件数
（件）

150 200 250 － － － － － E ×

実施計画の見直しにより未実
施。

平成30年度に検討した結果、
コンビニ交付による申請書発
行の方が利便性が高いと判断
し、自動交付機の設置を取り
やめることとした。

庁内システム
を活用した情
報の共有化率
（％）

83⑭
業務に関する基本情報の共有
化

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

マニュアル及びパソコンの共有フォルダの活
用、事前のミーティングなどにより、個人情
報以外の業務に関する基本情報の共有化を推
進し、担当者不在の場合でも、可能な限りの
サービスを提供する。

実施 → → → →

（３）業務基盤の強化
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3 (3) ⑦
コンビニにおける住民票等証
明書の交付

自動交付機による住基・戸籍・印鑑登録証明
書の発行を行い、市民の利便性の向上と行政
事務の効率化を図る。いつでも、どこでも、
誰でも、コンビニエンスストア等で証明書が
発行できる環境を整え、より多くの市民が利
用できるようにマイナンバーカードの普及啓
発と利用促進に努める。

生活に直結した住民サービスの向上により、
便利で安心して暮らせるまちづくりが行われ
る。

実施 → → → → 市民課 90

コンビニ交付
による証明書
等発行件数
（件／月）

30 40 50 60 70 25 35 54 105 158 A ◎

マイナンバーカードの普及啓
発及び交付の際のコンビニ交
付の説明、電話での証明発行
の問い合わせの際にコンビニ
交付の説明をし、目標発行件
数を大幅に上回る結果となっ
た。

マイナンバーカードの普及啓
発及び交付の際のコンビニ交
付の説明、電話での証明発行
の問い合わせの際のコンビニ
交付の説明等により、コンビ
ニ交付の利用率は上がって
き、指標を大幅に上回る結果
となった。しかし、証明書交
付全体としてみると10％程度
に過ぎず、更に啓発する必要
がある。

3 (3) ⑧ 家屋台帳のデータ化

平成29年度の新庁舎完成に伴う什器、職員の
配置方針により、職員後ろのロッカーで紙台
帳を出し入れする従来の業務形態は非効率化
が増したため、台帳のデータ化が急務となっ
た。今後、外部委託や臨時職員等により、早
急にデータ化を実現する必要がある。

事務事業の積極的な見直しを行うことで、新
たな課題などに対応した事務事業の展開が可
能となり、行政サービスの向上が図られる。

実施 → → → → 税務課 91
台帳データ化
進捗率（％）

50 100 100 100 70 80 100 100 100 A ◎

令和元年度に完了済。 令和元年度にデータ化を完
了。紙台帳の時と比較して格
段に業務の効率化を図ること
ができた。

3 (3) ⑨
固定資産現地調査用タブレッ
トの導入

タブレットの導入により、対象地の正確な位
置が特定でき、効率化が図れる。外部委託等
によるシステム開発費用なしで有効な現地調
査システムの構築が可能となる。

従来の外部委託等によるシステム開発費を抑
えた事業効果が見込まれる。

実施 → → → → 税務課 92

タブレット導
入による事務
事業削減見込
額（千円）

200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 A ○

現地調査に当たり、地図情報
の事前登録やカメラ及びメモ
機能の活用等により、事務効
率化に役立てた。
家屋新築・滅失状況のほか、
簡易な確認でよい場合の土地
や道路状況を調べるためにわ
ざわざ現地に赴く必要もな
く、現地調査に要する時間の
削減にも繋がっている。

現地調査に当たり、地図・カ
メラ・メモとして活用できる
とともに、現地調査の準備段
階や調査後の状況変化等に対
しても、その都度現地に赴く
必要がなくなり、真に現地調
査が必要な場所へ時間を使え
るようになった。現地調査に
要する時間の削減に繋がり、
事務効率化に大きく役立って
いる。

3 (3) ⑩ 母子保健サービスの充実

安心して妊娠・出産・子育てができるよう母
子健康包括支援センター（仮称）を設置し、
保健師・助産師等の専門職が母子保健コー
ディネーターとなり、妊娠期から子育て期ま
で切れ目のない支援を行う。

伊予市子ども子育て支援事業計画に基づいた
事業実施を行なうことにより、市民サービス
の向上を図る。

実施 → → → →
健康増
進課

93
産前・産後サ
ポート支援者
数（人）

300 300 300 300 300 300 300 350 353 348 A ◎

新型コロナウイルス感染症の
拡大で、家庭訪問、教室や相
談事業を感染対策をとりなが
ら実施し、出産・子育てに不
安を抱く妊産婦からの相談に
個別で対応した。また、オン
ライン相談できる体制を整備
した。

保健師等が適切に相談対応
し、妊娠期から子育て期まで
切れ目ない支援を実施するこ
とができた。

3 (3) ⑪
こころの健康づくり対策の充
実･強化

愛媛県地域自殺対策強化基金を活用し、ここ
ろの健康づくり対策の充実強化を図るため、
個別相談支援、人材育成、普及啓発事業を実
施する。また、心身の不調を自己診断できる
メンタルチェックチェックシステムの活用や
健康教室への案内等、ケースに応じた相談支
援を行う。

正しい知識と理解を深めることで、問題に直
面したときに、適切な対応を行うことができ
る。また、未然に予防することができる。

実施 → → → →
健康増
進課

94

ゲートキー
パー養成研修
修了者数
（人）

195 195 195 195 195 47 53 265 23 17 C △

新型コロナウイルス感染症拡
大のため延期や中止を余儀な
くされ、予定どおりはできな
かった。

悩みや不安を持つ方々のた
め、ゲートキーパーを増加さ
せ、相談体制の充実を図りた
い。

3 (3) ⑫ 国保診療所運営の見直し
より効果的かつ効率的な経営を図るため、診
療所の事業全般における改善策を検討する。

適切に見直し・改善を行うことで、公共施設
の配置、管理運営の適正化が図られる。

実施 → → → → 市民課 95
毎月の在庫管
理の確認
（％）

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 B ○

新型コロナウイルス感染症の
予防策を講じつつ、医薬品、
消耗品等は在庫管理を徹底
し、必要最小限の発注とし
た。

地域の歯科診療所減少により
診療所の収納が増加したが、
医薬品や、消耗品の在庫管理
を徹底し、効率化を図ること
ができた。また、コロナ禍の
状況の中での診療では、職員
が自主研修を行う等一体と
なって感染予防に取り組ん
だ。

3 (3) ⑬ 窓口サービスの改善

平成29年5月の新庁舎移転に伴い、利便性の
高いサービスを効果的・効率的に提供するた
め、複数の手続きの一部を市民課総合窓口で
包括して処理するワンストップ体制を取る。
速やかに対応するよう心がけ、市民がスムー
ズに用件を終え、気持ちよく帰っていただけ
るよう、窓口関係課と連携して取り組む。

窓口にこられた市民が｢待たない｣「迷わな
い」ことを中心にしつつ、「快適」、「感じ
がよい・優しい」といった市民目線に沿った
サービスの向上に繋がる。

実施 → → → → 市民課 96

手続きの最大
所要時間の削
減率（％）
※繁忙期最大
４時間

10 20 30 40 50 10 20 30 40 50 B ○

総合窓口サービス関係課と連
携を図り、対応ができてい
る。
死亡届提出後の諸手続のワン
ストップ化 … 平均1時間以
内
転入届け手続から必要なサー
ビス手続の完了まで … 平均
1.5～2時間

各業務担当者と協議し、現在
は「窓口のご案内」に基づき
各業務担当者が説明を行い、
順次、手続きサービスの案内
をするという方法を確立し、
サービスに漏れがないよう
に、スムーズに実施できてい
る。必要最低限の時間の確保
は必要であるため、よりラン
クアップしたサービスを目指
していきたい。

3 (3) ⑭ 第３セクターの評価
実施計画目標の1つである合併を達成でき、
今後安定した会社運営を目的に、計画を推進
する。

適切に見直し・改善を行うことで、管理運営
の適正化が図られる。 検討 → → 実施 →

農林水
産課

97
実施計画に基
づく進捗率
（％）

30 50 80 100 100 90 90 90 90 90 C △

既存事業のブラッシュアップ
と新規事業の可能性等につい
て検討した。

様々な事業の検討を行い、経
営の安定化を図り、作業効率
と生産性の向上を図った。

3 (3) ⑮
公共交通システム運行手法の
見直し

現在運行されている多様な運行手法につい
て、本市においてどのようなメリット・デメ
リットがあるか明確にした上で、最も有用な
手法の検証・検討を進める。

事務事業の積極的な見直しを行うことで、新
たな課題などに対応した事務事業の展開が可
能となり、行政サービスの向上が図られる。

検討 → → 実施 →
経済雇
用戦略
課

98
公共交通シス
テム乗車率
（％）

15 16 17 18 20 15 15 15 14 14 C △

コミュニティバス、デマンド
タクシーとも利用実態の適切
な把握を行った。

コミュニティバスについて
は、試験運行の運行状況や利
用者の意見、要望等を考慮
し、令和２年度の本格運行に
移行することができた。公共
交通の特性上、急激な変更は
市民生活に与える影響が大き
いため、長期的な視点による
改善が必要である。

3 (3) ⑯
下水道施設運営の改善及び管
理委託料の適正化

下水道の包括的民間委託を行うべく、他市町
の状況を参考に発注方法の検討を行う。施設
運営の改善を行うことにより、適正な委託料
での事業運営を図る。

運転管理や保守点検だけでなく、補修や資材
調達も含め、民間の創意工夫による効率的な
維持管理が可能となる。

検討 → → → 実施
都市住
宅課

99
総事業費（千
円）

174,000 174,000 174,000 174,000 171,000 182,685 142,874 135,272 － 134,225 C △

包括的民営化による処理場施
設管理を実施している。本年
度から軽微な修繕も委託経費
に盛り込み、迅速な対応・経
費の削減を目指した。また、
複数年契約初年度にあたり労
務単価の高騰、資材価格の値
上げなどが影響されている。

平成30年度から包括的委託料
の更なる経費削減として、処
理場電気料金を含み管理事業
者の節電意識を高めるととも
に、令和３年度からは公共下
水道処理場と特定環境保全公
共下水道の処理場を一体で委
託することによるスケールメ
リットを生かした方法を実施
した。

3 (3) ⑰ 三世代交流事業の推進
それぞれの地域の特性を活かした三世代交流
事業を行い、地域の交流、一体感の醸成を図
る。

交流の機会を通じ、相互理解を深め、地域の
魅力の再発見、新たな価値の創造・発見など
活気に満ちた地域社会の形成が図られる。

実施 → → → →
社会教
育課

100
三世代交流事
業実施地区公
民館数（館）

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 B ○

各地区公民館事業で世代間交
流事業を実施した。

各地区公民館において、独自
に取り組んでおり、今後も継
続したい。
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3 (3) ⑱ 学校給食費の見直し

保護者の負担軽減を図ることで、少子化対
策・子育て支援等にも貢献する学校給食費の
無償化及び段階的な助成制度等について検討
をする。
また、これにあわせて、現在、私会計である
学校給食費の公会計化についても検討する。

質の高い食育の確保及び負担の公平性の確保
を行いつつ、検討することにより、生活に直
結した住民サービスの向上につながる。

検討 → → → →
学校教
育課

101
検討結果の公
表

公表 0 0 0 6,230千円 6,313千円 B ○

国が示すエネルギー等摂取基
準を満たすため、給食費改定
について議論を行った結果、
市から運営委員会へ補助金を
交付している。
また、引続き、給食費公会計
化について近隣市町の状況を
把握することに努めた。

国が示すエネルギー等摂取基
準を満たすため、給食費改定
について議論を行った結果、
市から運営委員会へ補助金を
交付している。
また、中予圏域では松山市が
令和４年度より公会計化を実
施することとなっており、引
続き給食費公会計化について
近隣市町の状況を把握するこ
とに努める。

3 (3) ⑲
学校給食における地産地消の
推進について

伊予市食育推進計画の目標値（伊予市産の地
場産品を使用する割合）30％以上に向けて、
関係団体や庁内関係課等と継続的に協議を実
施し、向上に努めていく。
・協力団体（販売業者）、地元生産者との協
議の実施
・関係課との協議及び連携
・地元産品を使用した献立の研究及び実施

地元食材を利用することにより、生産経営の
安定化と生徒への安全・安心な物資の供給が
可能となる。

実施 → → → →
学校教
育課

102
地産地消率
（％）

5 10 15 20 30 14.2 19.2 23.9 25.6 25.9 C △

給食用食材の納入については
継続して市内産を優先して納
入している。本年度も新型コ
ロナウイルス感染症対策によ
り、県事業を活用して市内産
水産物及び県内産食材の使用
を実施することができた。
また、伊予農業高等学校とコ
ラボ献立の研究を行うこと
で、地産地消の推進に努める
ことができた。

継続して給食用食材に市内産
を優先して納入することで、
生産経営の安定化と生徒への
安全・安心な物資の供給がで
きた。
また、伊予農業高等学校とコ
ラボ献立の研究を行うこと
で、地産地消の推進に努める
ことができた。

3 (3) ⑳
学校給食センターを拠点とし
た食育の推進について

市民及び団体を対象とした見学会等を通し
て、より多くの方、また幅広い年齢層の方に
給食センターへの関心を深めていただくとと
もに、学校給食への理解と協力が得られる連
携づくりに資する。
・一般見学、団体見学の開催
・長期休業中における親子見学会の開催
・各学校に調理員が出向き、子どもたちと一
緒に学校給食を食べることができるような取
組の実施
給食調理員と児童生徒が互いに顔を思い浮か
べながら給食を作り、食べることができると
ともに、互いに感謝の気持ちを持てることが
できるように努めていく。

学校給食をより身近なものとして伝えるため
に、見学会や交流会を通して食育の推進を図
る。

実施 → → → →
学校教
育課

103
見学会の実施
回数

15 15 20 25 30 17 11 15 11 11 A ◎

新型コロナウイルス感染症対
策により見学会の実施は少な
かったが、市ホームページで
の情報発信として、ウィーク
リーレポート・増刊号・給食
献立表だより・食育の取組等
コンテンツの充実に努めるこ
とができた。

見学会の実施や市ホームペー
ジでの情報発信により、学校
給食への理解を広げるととも
に、食育の推進につなげるこ
とができた

3 (3) ㉑ 総合計画実施計画の指標化

目標の達成度や進捗度を市民に分かり易く示
すため、行政評価の考え方を盛り込み、新た
な総合計画の施策や基本事業に成果指標を設
定する。また、「どういう活動をすれば満足
度が向上するか」といった視点に立って成果
指標を分野別に設定し、「どの施策が円滑に
進み効果をあげているか」などの進捗状況の
把握や進捗管理を可能にする。

分かりやすい表現を用いることで、市民へ誤
解のない正確な情報を伝えることができ、ま
ちづくりの成果が市民により伝わりやすくな
る。

実施 → → 見直し 実施
未来づ
くり戦
略室

104
総合計画実施
計画進捗率
（％）

10 20 30 40 50 10 10 30 40 50 B ○

第３次行政改革実施計画の最
終年度となった。計画当初に
比べると改善された事業もあ
るが、感覚値による改善内容
も多い。最終結果は各課の報
告が出揃った時点での判断と
なる。

国主導の集中改革プランに端
を発した行政改革に関して、
３期にわたる行政改革及び進
捗を図ってきた。一定の効果
は評価できるものの、不明確
な指標により効果が図れない
ものもあった。これまでの流
れによる第４期行政改革大綱
及び行政改革実施計画の策定
は行わない方針となったが、
新たな切り口による行政改革
のあり方を検討する必要があ
る。

3 (3) ㉒ 行政評価制度の見直し
平成28年度に改正した事務事業評価制度の運
用を引き続き行うとともに、施策評価の導入
や評価結果の予算反映を進める。

事務事業の積極的な見直しを行うことで、新
たな課題などに対応した事務事業の展開が可
能となり、行政サービスの向上が図られる。

実施 → → → →
未来づ
くり戦
略室

105
施策評価の実
施

実施 施行 実施 実施 実施 実施 B ○

行政評価委員会は新たな委員
構成となり、１年目を終え
た。目標としていた施策評価
も馴染んでいる状態となって
いる。

総合計画のKPIの進捗管理と
いう面でも、施策評価は有効
と判断する。総合計画後期基
本計画に準じた進捗管理を続
けるとともに、ロジックモデ
ルの導入など、新たな評価手
法の検討をすべきである。

3

3 (4) ①
メンタルヘルスケアに関する
研修

研修を通して、自分自身が心の状態の変化を
見定める方法や、周りの職員が（その職員
の）常態との変化を早期に発見するための手
法、また、メンタル不調となった職員への対
応方法等を学習する。

職員の精神的負担の軽減を図ることで、勤労
意欲の保持、病休者の解消による安定した行
政サービスの提供が行える。

実施 → → → → 総務課 106
研修会開催回
数（回）

1 1 1 1 1 0 1 1 0 0 D △

職員のメンタルヘルス研修に
ついては、新型コロナウイル
ス感染症拡大により、実施で
きなかった。
専門カウンセラーによる職員
の心理カウンセリング・ここ
ろの健康相談事業を実施し
た。

今後も継続的な実施に努めた
い。

3 (4) ②
職場内コミュニケーションの
促進

各種の研修を通してコミュニケーション能力
の向上に努める。

個人のコミュニケーション能力、職員間の調
整能力が向上することで、行政サービスの向
上が図られる。

実施 → → → → 総務課 107
職場内研修の
年間実施回数
（回）

3 3 3 3 3 不明 不明 不明 不明 不明 C △

課内・担当内でコミュニケー
ション能力の向上に努めた。
研修事業については、新型コ
ロナウイルス感染症拡大によ
り、対面での研修が実施でき
なかったが、OJT等の活用や
リモート研修等により、限ら
れた中での研修実施の模索と
コミュニケーション向上に努
めた。

今後も職員のコミュニケー
ション技術の向上に努めた
い。

（４）組織基盤の強化
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令和３年度　行政改革実施計画進捗状況一覧表
状況判例：〔進捗状況〕A:目標超過達成（計画以上に進んでいるもの） B:目標達成（計画どおりに進んでいるもの） C:相当程度進展あり（計画よりやや遅れているもの）　D:進展が少ない（課題発生により進んでいないもの） E:計画を見合わせたもの（社会状況変化等により方法変更） F:未実施のもの
　　　　　〔到達状況〕◎:指標を大幅に上回って達成 ○:達成 △:ほぼ達成 ×:未達成 －:取組年度に到達していないもの

実施項目 取組内容 効果 H29 H30 R1 R2 R3 担当課 指標番号 指標 H29 H30 R1 R2 R3 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 R2年度実績 R3年度実績 進捗状況 到達状況 取組成果 担当課総括区分

3 (2) ③ 組織体制の強化
事務作業マニュアルの見直し、作成を行い、
異動があった際に円滑な事務引継ぎを行うこ
とにより、業務に停滞を起こさない。

事務事業マニュアルを課内で共有することに
より、円滑な事業推進を図ることができる。 実施 → → → → 全課 108

事務事業マ
ニュアル作成
率（％）

55 65 75 85 95 42.3 40.0 52.0 75.0 70.5 C △

【主な各課意見】
・大規模災害や新型コロナウ
イルス感染症拡大により、業
務継続に困難が生じた場合に
備え、個々の業務マニュアル
の見直しと、業務の把握を行
い、安定した業務継続を促進
した。また、緊急時の業務の
引継ぎ、危機管理マニュアル
等の見直し、セキュリティの
徹底等について各課で検討を
行った。
・システムや機器の操作マ
ニュアルなどを誰でも見られ
るように共通書棚に配置し、
またマニュアルを基に機器の
操作講習を行い、業務の円滑
化に資している。全ての職員
の引継に係る書類を一元管理
することで、課内業務や課題
の見える化を促進した。
・各業務ごとのマニュアルを
一つの棚にまとめ、パソコン
のフォルダで情報共有するこ
とで、誰でも必要に応じて閲
覧することができるため、業
務内容の共有化ができた。

【主な各課意見】
・これまでに経験したことの
ない災害等が発生している状
況の中で、組織全体が柔軟に
対応できる組織とするための
強化が必要である。
・異動における事務引継に備
えたマニュアル整備を順次行
うことができた。また、新型
コロナウイルス感染症対策に
伴う職員体制等を想定し、係
内での業務共有化を図り、業
務継続可能な組織づくりを進
めることができた。
・マニュアル等の見直し・更
新を必要に応じてリアルタイ
ムに処理し、情報共有を図る
ことで、誰もが業務手順を確
認でき、業務の適正な処理・
効率化を図ることができた。
情報の管理はパソコンの共有
フォルダに保存しているた
め、誰もが必要に応じて取り
出すことができ、スキルアッ
プ・協力体制強化にもつな
がっている。
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